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平成22年4月7目

都道府県医師会

介護保険担当理事　殿

目本医師会常任理事

　三　上　裕　司

「平成21年度介護職員処遇改善等臨時特例交付金の運営について」

　　　　　　　　　　　の送付について

　拝啓時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

　平素は介護保険制度運営に関し、格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、介護職員処遇改善交付金の運営要領につきましては、本年3月10目付（介49）に

てお送りいたしました「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議」に記載されてお

りますとおり、平成22年度より当該交付金の助成にあたっては、これまでの要件に加え、

キャリアパスに関する下記の要件が追加される等、要領の一部が改正されることとなり

ました。

①次の1から3までに掲げる要件に該当していること。

　1．介護職員の職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件を定めている。

　2．上記1に掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に

　　支払われるものを除く。）について定めている。

　3．上記1及び2の内容について、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべ

　　ての介護職員に周知している。

②①によりがたい場合は、その旨をすべての介護職員に周知した上で、次に掲げる要

　件に該当していること。

　・介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら資質向上のため

　の目標及びその具体的な取組みを定め、すべての介護職員に周知していること。

　平成22年度からは①、②の要件を満たす必要があり、どちらか一方の要件を満たさな

い場合、各サービス区分に応じた交付率の90％に、いずれも満たさない場合は80％にそ

れぞれ支給額が減額されることとなります。

　今般、当該内容が示された通知と併せ、本制度に係るQ＆Aが厚生労働省より発出さ

れ、本会宛てに協力依頼がありました。

　つきましては、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、貴会会員への周知方

ご高配の程宜しくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬具



記

（添付資料）

○「平成21年度介護職員処遇改善等臨時特例交付金の運営について」の送付について

　（老老発0330第1号平22．3．30厚生労働省老健局老人保健課長通知）

・平成21年度介護職員処遇改善等臨時特例交付金の運営について

　（老発0330第5号平22．3．30厚生労働省老健局長通知）

・介護職員処遇改善交付金に関するQ＆A（Vol．2）について

　（平22．3．30厚生労働省老健局介護保険課高齢者支援課振興課事務連絡）

以上
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㊥ 老老発0330第1号
平成22年3月30日

社団法人日本医師会会長

　唐澤　祥人　　殿

厚生労働省老健局老人保健課薪葬

　　　　　　　　　　　　　1：．一二

　「平成21年度介護職員処遇改善等臨時特例交付金の運営について」の送

付について

　標記につきましては、別添の通知を平成22年3月30日付けで各都道府県

知事宛て送付しましたので、お知らせいたします。

　つきましては、通知の趣旨をご理解の上、引き続きご協力下さいますようお

願い申し上げます。



老発0330第5号
平成22年3月30日

各都道府県知事殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エぴヨコ　ヤ　　　ニ　　　　　　　　ご　　　ニラ　　　ヘ　　ノヤい　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農繭

　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働省老健局雍罫藷

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ξ1蝶…1

平成21年度介護職員処遇改善等臨時特例交付金の運営について

　標記の事業については、平成21年8月3日老発0803第1号本職通知の別紙「介護

職員処遇改善等臨時特例基金管理運営要領」（以下r運営要領」という。）により行われて

いるところであるが、今般、運営要領の一部が別添新旧対照表のとおり改正され、平成2

2年4月1日から適用することとされたので通知する。ただし、運営要領中の別記1の6

の（2）並びに別記2の4の（3）及び別添1の表に係る改正部分については、平成21

年5月29日に遡って適用することとする。



別 瓢1干肌∠1エF及ワ［破職員処辺眠目〒犀皿呵呵可脚人1」坐 口

改正前（旧） 改正後（新）

別紙「平成21年度介護職員処遇改善等臨時特例交付金の運営について」の一部改正新旧対照表

（別紙）

介護職員処遇改善等臨時特例基金管理運営要領

第1　通則
　　介護職員処遇改善等臨時特例交付金により、都道府県に造成された基

　金（以下「基金」という。）の管理、運用、取崩し等に係る事業（以下

　「基金事業」という。）及び基金を活用して行われる事業（以下「介護

　職員処遇改善等対策事業」という。）については、この運営要領の定め

　るところによる。

第2　基金事業
　1　基金設置主体
　　　基金は、都道府県がこれを設置する。

　2　基金の設置方法
　　　基金については、次の事項を条例で定める。

①
②
③
④
⑤

基金の設置目的

基金の額

基金の管理

運用益の処理

基金の処分

3　基金事業の実施
（1）基金の取崩し
　　　都道府県は、介護職員処遇改善等対策事業に必要な経費を、必要

　に応じて、基金から取り崩し、支出する。

（2）運用益の処理
　　都道府県は、基金の運用によって生じた運用益は、条例に定める

　　ところにより、当該基金に繰り入れる。

（3）助成事業者等からの返還金等の処理
　　都道府県は、介護職員処遇改善等対策事業の年度終了後、助成事

　　業者等からの返還金等があった場合には、国庫に返還する場合を除

　　き、当該基金に繰り入れる。

（4）基金事業の中止
　　都道府県は、基金事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働

　大臣の承認を受けなければならない。

　（5）基金の処分の制限
　　基金（（2）及び（3）により繰り入れた運用益等を含む。）は、

（別紙）

介護職員処遇改善等臨時特例基金管理運営要領

（同左）
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改正前（旧） 改正後（新）

　　介護職員処遇改善等対策事業を実施する場合を除き、これを取り崩

　　してはならない。

　（6）事業の終了
　　ア　基金事業の実施期限は、平成23年度末までとする。
　　　　ただし、第3の（1）の介護職員処遇改善交付金事業は、平成
　　　23年度を越えて精算等を行う必要があることから、平成24年

　　　　12月末まで延長することができる。
　　イ　また、第3の（2）の施設開設準備経費助成特別対策事業及び
　　　定期借地権利用による整備促進特別対策事業の実施及びその精

　　　算を目的として延長する場合においても、平成24年12月末ま

　　　で延長することができる。
　　ウ　基金の解散は、原則として精算手続きがすべて完了した上で行

　　　　う。
　　　　　なお、基金を解散する場合には、解散するときまでの基金の

　　　　保有額、基金事業に係る保有額の保管の状況等必要な事項を厚

　　　　生労働大臣に報告し、その指示を受け、解散するときに有する

　　　　基金の残余額を国庫に返還しなければならない。
　　　工　介護職員処遇改善等対策事業について、基金の解散後、基金へ

　　　　の返還事由が発生したことにより、なお基金の残余額を有するこ

　　　　ととなった場合には、国庫に返還しなければならない。

　（7）執行状況の公表
　　　都道府県は、毎年度、上半期、下半期及び決算終了時に、別に定め

　　るところにより、基金事業に係る執行状況を、ホームページ等によ

　　り、対外的に公表しなければならない。

　（8）事業実施状況の報告
　　　都道府県は、毎年度、基金事業に係る決算終了後速やかに、別紙様

　　式により事業実施状況報告書を厚生労働大臣に提出しなければなら

　　ない。
第3　介護職員処遇改善等対策事業
　　　介護職員処遇改善等対策事業は、以下の事業とし、各事業における

　　実施の手続き等については、別記1及び別記2による・

　　（1）介護職員処遇改善交付金事業（別記1）
　（2）施設開設準備経費助成特別対策事業及び定期借地権利用による整

　　　備促進特別対策事業（別記2）

（同左）

、2一



改正前（旧） 改正後（新）

別紙様式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　号平成　年

厚生労働大臣殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県知事

　　　　　　平成●●年度介護職員処遇改善等臨時特例基金

　　　　　　　管理運営要領に基づく事業実施状況報告について

1　資金保管実績

月　日

回

（同左）

資金の保有区分 年度当初保管額 年度内異動額 年度末保管額

円 円 円

合計額

2　基金運用実績

　※　基金の保有形態別に、収入の種別により記載する他、内訳を添付すること。

3　基金事業に係る経費

基金の保有区分 利息額 差益額
　
　
　
　
　
　
　
円
“ 円

合計額

事業区分 支出済額 支出内訳

円

合計額
　（注）別添の介護職員処遇改善

　　支出内訳を記載すること。

4’ 幕ﾆ実施事業

等対策事業の事業内容に記載されている事業ごとに記載し、適宜・

甲フト；ン【㌧

項目 事業内容
（」1） ア　介護職員処遇改善交付金事業（基本

@事業）

（1） ア　介護職員処遇改善交付金事業（その

@他事業）

（2） ア　施設開設準備経費助成特別対策事業

@（基本事業）

（2） イ　定期借地権利用による整備促進対策

@事案（基本事業）

（2） ウ　〔2）のア及びイに係るその他事莱

一3一



改正前（旧） 改正後（新）

、別記1

介護職員処遇改善交付金事業

1　目的
　　本事業は、介護職員について、他の業種との賃金格差を更に縮め、介護

　が確固とした雇用の場としてさらに成長していけるよう、介護職員の処

　遇改善に取り組む事業者への助成等を行い、介護職員の処遇改善を栗に

　進めていくことを目的とする。

2　事業の内容
　　（1）基本事業
　　　　都道府県が、別添の「介護職員処遇改善交付金事業実施要領」（以

　　　下「実施要領」という。）に基づき、当該都道府県内に所在する一
　　　定の要件を満たした介護事業者を承認し、当該介護事業者（以下「対

　　　象事業者」という。）に介護職員の賃金改善に充当するための交付
　　　金（以下「介護職員処遇改善交付金」という。）を支給すること等
　　　により、その処遇改善（賃金、教育・研修体制、職場環境等の改善

　　　等）を図る事業とする。

　　（2）その他事業
　　　　都道府県が、基本事業を円滑に施行するための説明会の開催、シス

　　　テム改修、一部事務の委託などを実施することにより、基本事業を

　　　推進するための事業とする。

　3　実施主体
　　　　実施主体は都道府県とする。ただし、国民健康保険団体連合会（以

　　　下「国保連」という。）が介護報酬の審査及び支払いの事務の委託

　　　を受けている場合には、当該国保連に介護職員処遇改善交付金の支

　　　払いに関連する事務を委託することができる。

　4　補助率
　　　　　定額（10／10）

　5　補助額
　　（1）基本事業
　　　　年度内に支払う交付金の額は、一の対象事業者につき、介護報酬総

　　　額（介護サービスの総単位数に、地域区分に応じた単価を乗じた額
　　　　（緊急時施設療養費、特別療養費及び特定診療費を含む。）をいう。

　　　ただし、過去に支払われた報酬の額に誤りがあったため、過誤調整
　　　　を実施した場合は、その過誤調整分を含む（平成21年9月サービ

別記1
介護職員処遇改善交付金事業

（同左）

5　補助額
（1）基本事業
　　　年度内に支払う交付金の額は、一の対象事業者につき、介護報酬総

　　額（介護サービスの総単位数に、地域区分に応じた単価を乗じた額
　　　（緊急時施設療養費、特別療養費及び特定診療費を含む。）をいう。

　　ただし、過去に支払われた報酬の額に誤りがあったため、過誤調整

　　を実施した場合は、その過誤調整分を含む（平成21年9月サービ

一4一



改正前（旧） 改正後（新）

　　ス分以前の過誤調整分は含まない。）以下同じ。）に、表1のサー
　　ビス区分ごとに定める交付率を乗じて得た額（1円未満の端数が生

　　じたときには、切り捨てとする。）。
　　　ただし、事業年度終了後、あらかじめ定められた賃金改善実施期間

　　において実際に賃金の改善（法定福利費の事業主負担等を含む。）

　　に充てられた経費の実支出額が交付金受給総額を下回る場合には、

　　その差額について対象事業者に返還を命じ、基金に繰り入れなけれ

　　ばならない（ただし、既に基金が解散している場合にあっては、国

　　庫へ返還すること。）
　　※　処遇改善に係る経費であっても、賃金の改善（法定福利費の事

　　　業主負担等を含む。）以外の費用については認めない。

（2）その他事業
　　　都道府県知事が必要と認めた額

（1）基本事業
　　　　5の（1）により算出された平成21年10月から平成24
　　　年3月までの介護サービス提供分に係る介護職員処遇改善交

　　　付金の額の経費
　（2）その他事業
　　　　基本事業を円滑に実施するために有効な経費であって、賃
　　　金、職員手当等、共済費、報償費、旅費、需用費、役務費、委

　　　託料、使用料及び賃借料、備品購入費

　　　　都道府県は、事業を中止又は廃止する場合には、厚生労働大臣に

　　　報告し、その指示を受けなければならない。

　（1）基本事業
　　　　基本事業は、平成24年3月サービス提供分までを対象としてお
　　　り、介護報酬の月遅れ請求への対応等を考慮し、平成24年7月末

　　　までとする。

　（2）その他事業
　　　　その他事業は、基本事業の終了後、その決算に係る業務（対象事

　　　業者からの実績報告の処理等）を実施するために必要な経費を支出

　　　するため、平成24年11月末までとする。

6　事業の対象経費

7　事業の中止

8　事業の終了

ス分以前の過誤調整分は含まない。）以下同じ。）に、表1のサー

ビス区分一ごとに定める交付率を乗じて得た額
（1円未満の端数が生じたときには、切り捨てとする。）。

ただし、事業年度終了後、あらかじめ定められた賃金改善実施期間

において実際に賃金の改善（法定福利費の事業主負担等を含む。）

に充てられた経費の実支出額が交付金受給総額を下回る場合には、

その差額について対象事業者に返還を命じ、基金に繰り入れなけれ

ばならない（ただし、既に基金が解散している場合にあっては、国

庫へ返還すること。）

（同左）

（2）その他事業
　　　基本事業を円滑に実施するために有効な経費であって、賃
　　金、墾酬。一職員手当等、共済費、報償費、旅費、需用費、役務

　　費、ら委託料、使用料及び賃借料、備品購入費

（同左）
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改正前（旧）
改正後（新）

9　事業実施状況の報告
　　　　都道府県は、毎年度、事業完了後速やかに、別紙様式により事業　　（同左）

　　　実施状況報告書を厚生労働大臣に提出しなければならない。

10　事業実施の条件
（1）都道府県は、別添の実施要領に基づいた事業を実施しなければなら

　　ない。
（2）都道府県は、事業の内容及び事業間の経費の配分を変更（軽微な変

　　更を除く。）する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければな

　　　らない。
（3）都道府県は、事業を中止又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承

　　　認を受けなければならない。

…講蹴隷驚嶽，騒畜麟薯灘霜葉
　　　を受けなければならない。
　（5）都道府県は、事業に係る経理と他の経理は区分しなければならない。

　（6）都道府県は、事業により取得し、又は効用の増加した価格が50万
　　　円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関

　　　する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用年数を経

　　　過するまで厚生労働大臣の承認を受けないで、この交付金の交付の

　　　目的に反して使用し、譲渡し、交換しぐ貸し付け、担保に供し、又

　　　は廃棄してはならない。
　（7）都道府県は、事業により取得し、又は効用の増加した財産について

　　　は、事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理する

　　　とともに、その効率的な運用を図らなければならない。
　（8）都道府県が厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより

　　　収入があった場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させ

　　　ることがある。
　（9）都道府県は、事業に係る予算及び決算との関係を明らか任した調書

　　　を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を

　　　整理し、かつ調書及び証拠書類を事業完了の日（事業の中止又は廃

　　　止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の

　　　終了後5年間保管しておかなければならない。

11　事業の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一6一



改正前（旧）
改正後（新）

（1）基本事業
ア　介護事業者への説明
　　都道府県は、介護職員処遇改善交付金（以下11において「交付金」

　という。）を受けようとする介護事業者に対して、別添の実施要領そ

　の他必要な事項について、十分な説明を行うこと。

イ　審査及び承認
　　　都道府県は、介護事業者からの申請内容を審査し、当該事業者が交

　付金の支給要件に合致する場合には、申請を行った介護事業者に対』

　て、承認した旨の通知及び支給の決定を行うこととする。なお、承認

　の有効期間は年度を単位とする。

ウ　交付金の支払い
　　　都道府県は、対象事業者に対して、毎月、当該対象事業者の各月の

　介護報酬総額に、表1のサービス区分ごとに定める交付率を乗じて算
　　出して得た額（1円未満の端数が生じたときには、切り捨てとする。）

　　を支払う。
　　　なお、交付金の支払いに関連する事務については、国保連等に委託

　　することができるものとし、複数の事業所又は事業者単位等で交付金

　　の支給決定をしている場合であっても、事業所単位ごとに支払い通知

　　を送付することとする。

工　交付金の支給停止等
　　　都道府県は、対象事業者が次の各号に該当する場合には、既に支給

　　された一部若しくは全部の交付金の返還を命じること又は期間を定

　　めて交付金の支給停止を行うことができる。
　　一　労働基準法等の違反により罰金刑以上の刑に処せられた場合

　　二　虚偽又は不正の手段により本交付金を受給した場合

オ　過誤調整等
　　　都道府県は、対象事業者へ交付金を支払った後・交付金璽額に過誤

　　等が生じた場合には、既に支給された一部若しくは全部の父付金の返

　　還を命じ又は未支給額の追加交付を行わなければなら塗しご。その場

　　合、都道府県は、翌月以降の交付金において過誤調整を行っことがで

　　きる。

　力　実績報告による返還
　　　都道府県は、対象事業者からの実績報告に基づき、あらかじめ定竺

　　られた賃金改善実施期間において、実際に賃金改善に要した経費が父

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一7一

（同左）

コ

ウ　交付金の支払い

．錨翻縷灘勘麟喜羅
　る交付率を乗じて算出して得た額（1円未満の端数が生じたときに

　は、切り捨てとする。）を支払う。
　　なお、交付金の支払いに関連する事務については、国保連等に委託

　することができるものとし、複数の事業所又は事業者単位等で交付金

　の支給決定をしている場合であっても、事業所単位ごとに支払い通知

　を送付することとする。
（同左）



改正前（旧） 改正後（新）

　付金受給総額を下回る場合には、対象者事業者に対してその差額の返

　還を求め、基金に繰り入れなければならない（ただし、既に基金が解

　散している場合にあっては、国庫へ返還すること。）。

（2）その他事業

ア　説明会の開催
　　介護職員処遇改善交付金事業の推進に当たっては、介護事業者に、

　その目的及び趣旨を正確に理解してもらうことが、不可欠であること

　から、都道府県は、少なくとも事業開始前及びキャリアパス要件の導

　入前（平成21年度末）には、介護事業者に対する説明会を実施する

　こと。
イ　計画書等の審査及び交付金の支払い等の円滑化
　　交付金の対象となる介護事業者数は相当な数となり、その計画書等

　の審査及び交付金の支払いについても膨大な事務員の発生が見込ま

　れる。
　　したがって、都道府県は、必要に応じて

　　①臨時職員等の雇い上げ、
　　②交付金の支払いに関連する事務の国保連等への委託
　　③既存システムを活用した交付金の支払いのためのシステム改修

　　等を行い、
　　　基本事業を円滑に施行するために必要な措置を講じる。

ウ　国保連等への委託
　　都道府県は、国保連等への交付金の支払いに関連する事務の委託に

　ついて、別に定める契約書例を参考に、委託契約を締結する。

（同左）

ア　説明会の開催
　　介護職員処遇改善交付金事業の推進に当たっては、介護事業者に、

　その目的及び趣旨を正確に理解してもらうことが、不可欠であること

　から、都道府県は、少なくとも事業開始前及びキャリアパス要件の導

　入前には、介護事業者に対する説明会を実施すること。

　　（左の下線部分削除）

（同左）
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改正前（旧）
改正後（新）

表1　交付金対象サ　に入
サービス区分 交付率

（介護予防）訪問介護

驫ﾔ対応型訪問介護

4．　O％

（介護予防）訪問入浴介護 1．　8％

（介護予防）通所介護 1．　9％

（介護予防）通所リハビリテーション 1．　7％

（介護予防）特定施設入居者生活介護

n域密着型特定施設入居者生活介護

3．　0％

（介護予防）認知症対応型通所介護 2．　9％

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 4．　2％

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 3．　9％

・介護福祉施設サービス

E地域密着型介護老人福祉施設

@（介護予防）短期入所生活介護

2．　5％

介護保健施設サービス
i介護予防）短期入所療養介護（老健）

1．　5％

介護療養施設サービス
i介護予防）短期入所療養介護（病院等（老健以外））

1．　1％

交付金対象サービス

サービス区分 交付率

（介護予防）訪問看護

（介護予防）訪問リハビリテーション O％
（介護予防）福祉用具貸与

特定（介護予防）福祉用具販売

（介護予防）居宅療養管理指導

居宅介護支援

介護予防支援

交付金非対象サービス

表1　交付金対i累ワ　　【入
キャリアパス要件等の適合状況に

@　　　応じた交付率

サービス区分 表3の① 表3の② 表3の③
に該当
iア）

に該当
iイ）

に該当
iウ）

　（介護予防）訪問介護

E夜間対応型訪問介護

4．　0％

（介護予防）訪問入浴介護 1．　8％

（介護予防）通所介護 1．　9％

（介護予防）通所リハビリテーション 1．　7％

　（介護予防）特定施設入居者生活介護

E地域密着型特定施設入居者生活介護

3．　0％

（介護予防）認知症対応型通所介護 2．　9％

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 4．　2％
（ア）の率 （ア）の率

×0．　9 ×0．　8　　一

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 3．　9％

・介護福祉施設サービス

E地域密着型介護老人福祉施設

@（介護予防）短期入所生活介護

2．　596

介護保健施設サービス
i介護予防）短期入所療養介護（老健）

1．　5％

・介護療養施設サービス
@（介護予防）短期入所療養介護（病院等（老

宙ﾈ外））

1．　1％

表1　交付金対象サービス

サービス区分 交付率

（介護予防）訪問看護

（介護予防）訪問リハビリテ・一ション 0％
（介護予防）福祉用具貸与

特定（介護予防）福祉用具販売

（介護予防）居宅療養管理指導

居宅介護支援

介護予防支援

表2　交付金非対象サービス

表3　キャリアパス要件等の適合状況に関する区分

①

②

璽

離婁妻lil…lli鰻llll撫事業者］

一9一



改正前（旧）
改正後（新）

別紙様式
平成●●年度介護職員処遇改善交付金（基本事業）の実施状況
【対象期間：平成●●年●●月～●●月】　（交付金支給月ベース）

注2　事業所数は、都道府県が承認（支給決定）した件数に係る事業所数

（2）予算執行状況

1）承認件数寺
承認件数 事業所数 備考

，1　承酌　　は、
B辺．県が承認（　。｝　）した甲　　の件老成邑A“署籾　r書絵池中、1ナ低教に係る事業所数

注1　交付掻は、都道府県から第業者に対して支払われた額（＝事莱者かb提出さ

注2のc叢轟編矯予定額）は、1備より腺れる籔の舗瞬者から提出された描醐改繍報告書の⑪「交付金余

　剰額』）の合計頸を記載すること。
注3　実交付額は、交付毅と返還予定額の差額の合計額を記載すること。

①　全体
交付額 　返還予定額

i基金繰り入れ等予定卿

実交付額 備考

②　サーヒス別
サービス種類 件数 交付額 備考

訪問介護

訪問入浴介護

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

特定施設入居者生活介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多楼能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密蒲型特定施設入居者生活介謹

地域密着型介護老人福祉施設サービス

介護福祉施設サービス

介護保纏施設サービス

介護療養施設サービス

介護予防訪問介護

介護予防訪問入浴介護

介護予防通所介護

介護予防通所リハビりテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所潔養介護（老健）

介護予防短期入所療養介護（病院等）

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多楼能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

合　　　　計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝P　　　　　ひ　　　　　、、　　　、b　　　　　　　　　　　　　　一レ！ハ亦イ叶蛸のムニ十客百1士 　　　　　父・　　　　且　’

i↑）の交付額と一致すること

・　　　こ　つ百

、．、穫諜藩綴鵬墨鰻1謡辮貌灘寸搬払いに関する1牛数び支出
　　額については、備考欄に再掲として記載すること。

（同左）

コ
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改正前（旧）
改正後（新）

（別添）介護職員処遇改善交付金事業実施要領

1　通則
　　　　介護職員処遇改善交付金事業（以下「交付金事業」という。）は、

　　当該都道府県に所在する支給要件を満たした介護事業者を承認し、承

　　認された事業者（以下「対象事業者」という。）に対して、介護職員

　　（「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」

　　（平成11年厚生省令第37号）等に規定する訪問介護員等（サービ
　　ス提供責任者含む。）、介護職員（介護職員とみなして差し支えない

　　こととされている者を含む。）、　（介護予防）小規模多機能型居宅介

　　護従業者（「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

　　関する基準」　（平成18年厚生労働省令第34号）第63条第4項の
　　者及び「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

　　営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

　　効果的な支援の方法に関する基準」　（平成18年厚生労働省令第36

　　号）第44条第4項の者を除く。）及び指定（介護予防）認知症対応
　　型共同生活介護事業所の介護従業者をいう。以下同じ。）の賃金改善

　　に充当するための交付金（以下「交付金」という。）を支給すること

　　等により、介護職員の処遇改善を図る。

（同左）

コ

2　交付金の仕組みと事業年度

　　交付金の仕組み
　　介護職員処遇改善交付金は、介護サービス提供に係る介護報酬に一
　　定の率を乗じて得た額を、毎月の介護報酬と併せて交付し、事業年度

　　ごとに事業者が提出する実績報告に基づき、余剰金が発生した場合に

　　は、その額を返還することとしている。

二　事業年度
　　　交付金事業の年度区分は、当該年の4月から翌年の3月支払い分ま

　　で（12か月間）とし、その交付金の額の根拠となる介護サービスは1

　　原則として、当該年の2月から翌年1月までに提供された介護サービ

　　スとなる。
　　　ただし、平成21年度及び平成24年度については、交付金支給の

　　始期及び終期が異なるため、以下のとおりとなる。

　　　（平成21年度の場合）

一11



改正前（旧）
改正後（新）

　　平成21年12月から平成22年3月の交付金支払い分まで（4か
　　月間）　（原則として、平成21年10月から平成22年1月までに

　　提供された介護サービス分）

　　　（平成24年度の場合）
　　平成24年4月から5月の交付金支払い分まで（2か月間≧　（原則
　　　として、平成24年2月から3月に提供された介護サービス分）
※　ただし、平成24年度については、介護報酬の月遅れ請求があった

　場合、当該請求に係る交付金の支給を最大2か月間対応することとし、

　平成24年6月及び7月の交付金支払い分も含めることとする。

3　交付金の支給要件
　　交付金を受けようとする事業者は、以下の支給要件を満たさなければ

　ならない。
　　一　平成21年10月から平成24年3月までの間、別紙1の表1に
　　　掲げる介護サービスを提供する見込みがある。
　　二　4に定める計算式により算出された交付金見込額を上回る賃金

　　　改善（平成20年10月から翌年3月までの期間における介護職員
　　　の賃金（退職手当を除く。以下同じ。）に対する改善をいう。以下

　　　同じ。）が見込まれた計画を策定している。
　　三　賃金改善の実施期間及び方法等並びに賃金改善以外の処遇改善

　　　の内容を記載した別紙様式2の介護職員処遇改善計画書を作成し、

　　　事業者の職員に対して当該計画書の内容についての周知を行った

　　　上で、都道府県あて提出している。
　　四　交付金の対象事業者としての申請日の属する月の初日から起算

　　　して過去一年間（申請日が平成22年7月31日以前である場合に
　　　ついては平成21年8月3日から申請日までの間）に、労働基準法、
　　　労働安全衛生法、最低賃金法、労働者災害補償保険法、雇用保険法

　　　等（以下r労働基準法等」という・）の違反により罰金刑以上の珊

　　　に処せられていないこと。

　　五　労働保険に加入している。
　　※　平成22年度以降の助成にあたっては、必須要件に加えて、平成

簾難驚霧警麗灘享練墨婁蝶
分以上行うこと等）のほか、キャリア・パスに関する要件を追加す

（同左）

コ

二　5に定める計算式により算出された交付金見込額を上回る賃金

　改善（平成20年10月から翌年3月までの期間における介護職員
　の賃金（退職手当を除く。以下同じ。）に対する改善をいう。以下

　同じ。）が見込まれた計画を策定している。

（同左）

（左の下線部分削除）
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改正前（旧） 改正後（新）

ることとしており、 これを満たさない場合は、交付金の額を減額す
］

ることを予定している。
4
平成22年10月以降に提供された介…サービスを根拠とする交付
キャリアパスに関する要件等

金の額（以下4において「交付額』という。）については、次の一及び

二に定める要件（以下「キャリアパス要件等』という。）の適合状況に

キャリアパス要件等については、交付額の根拠となる介…サービス提

応じた所定の率を介…　　総額に乗じて1た額とする。

供月の前月末日又は10に規定する承翻　請の日（平成22年10月以
降の申請に限る。）までに、別　　式6のキャリアパス要件等届出書を

都道府県あて提出していることをもって　件に適合したものとする。

なお、都道府県は、交付金を受けようとする事業　が、前年度に対象

事業者の承認を受けており、かつ別紙　式6のキャリアパス要件等届出

書の提出をしている場合において、当該届出書の内容に変更がないとき

は、その提出を省略させることができる。

キャリアパスに関する

①介…　員の位、
ア

　定めている。
次の1から3まで一又は職務内容　に応じた任用等の要件を

1に掲げる職位、職　又は職務内穴等に応じた賃金体系．（一時

金等の臨時的に支払　れるものを除く。）について定めている。

3　1及び　の内容について、∴’業　則等の明確な根拠　定を書面

で整備し、すべての介…職員に周知している。

イ　アによりがたい　合はその旨をすべての介…職員に周知した上

介…職員の　務内容等を　まえ、介…　員と意見を交換しなが
で、次に掲げる要件に該当していること。

ら、資質向上のための目標及び次の1又は　に掲げる具体的な取り

①　資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導
組みを定め、すべての介曇　員に周知していること。

等を実施（OJT、OFRJT等）するとともに、介…職員の能力評価

を行うこと。

資格取！のための支援（研修受章のための勤務シフトの調整、

休暇の付与、　用（交通　、受講料等）の援助等）の実施

平成21年介護報酬改定を踏まえた処遇改善に関する定量的要件
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改正前（旧） 改正後（新）

次に掲げる事項をすべての介曇職ロに周知していること。 コ
平成20年10月から届け出を要する日の属する月の前月までに
実施した、平成21年4月の介妻　　改定を　まえた処遇改善（賃

金改善を除く。）の内容及び当該改韮に要した　用の概　額

　　交付金見込額については、次の計算による。
　　介護報酬総額（※1）×交付率（※2）　（一円未満の端数切り捨て）

　　※1　介護報酬総額（介護サービスの総単位数に、地域区分に応じた

　　　単価を乗じた額（緊急時施設療養費、特別療養費及び特定診療費を

　　　含む。）をいう。ただし、過去に支払われた報酬の額に誤りがあっ

　　　たため、過誤調整を実施した場合は、その過誤調整分を含む（平成

　　　21年9月サービス分以前の過誤調整分は含まない。）以下同じ。）
　　　は、当該事業年度における交付金の交付額の根拠となる介護サービ

　　　スの提供に係る見込額の総額を用いる。

　　※2　交付率については、別紙1の表1に定める率を用いる。

　（補足事項）

　　※1については、過去の実績や事業計画等を勘案し、事業の実態に沿

　　　つた見込み数を用いること。
　　　交付金見込額は、都道府県ごとに計算するものとし、別紙様式2の

　　　介護職員処遇改善計画書を複数の介護サービスを提供する事業所

　　　において一括作成する場合の交付金見込額の計算については、別紙

　　　1の表1に定めるサービス区分ごとに行い、それぞれのサービスご

　　　とに算出された額（一円未満の端数切り捨て）を合算すること。

　　年度内に支払われる交付金の額は一の額とする。
　　　ただし、事業年度終了後、あらかじめ定められた賃金改善実施期間

　　　（8の一のエの「賃金改善実施期間」をいう。以下同じ。）における

　　二の額が交付金の受給総額を下回る場合には、その差額について返還

　　を要するものとする。
　　一　事業者の申請に係る介護報酬総額に、別紙1のサービス区分ごと

　　　に定める交付率を乗じて得た額（1円未満の端数切り捨て）

　　二　実際に介護職員の賃金改善に充てられた経費（当該改善に伴う法

4　交付金見込額の計算

5　交付金の額

　　交付金見込額については、次の計算による。

　　介護報酬総額（※1）x交付率（※2）　（一円未満の端数切り捨て）

　　※1　介護報酬総額（介護サービスの総単位数に、地域区分に応じた

　　　単価を乗じた額（緊急時施設療養費、特別療養費及び特定診療費を

　　　含む。）をいう。ただし、過去に支払われた報酬の額に誤りがあっ

　　　たため、過誤調整を実施した場合は、その過誤調整分を含む（平成

　　　21年9月サービス分以前の過誤調整分は含まない。）以下同じ。）
　　　は、当該事業年度における交付金の交付額の根拠となる介護サービ

　　　スの提供に係る見込額の総額を用いる。

　　※2　交付率については、別紙1の表1に定める率を用いる。

　（補足事項）

　　※1については、過去の実績や事業計画等を勘案し、事業の実態に沿

　　　つた見込み数を用いること。
　　　交付金見込額は、都道府県ごとに計算するものとし、別紙様式2の
　　　介護職員処遇改善計画書を複数の介護サービスを提供する事業所
　　　において一括作成する場合の交付金見込額の計算については、別紙

　　　　1の表1に定めるサービス区分ごとに行い、それぞれのサービスご

　　　とに算出された額（一円未満の端数切り捨て）を合算すること。

　　交付金の額
　　年度内に支払われる交付金の額は一の額とする。

　　　ただし、事業年度終了後、あらかじめ定められた賃金改善実施期間

　　　（9の一のエの「賃金改善実施期間」をいう。以下同じ。）における

　　二の額が交付金の受給総額を下回る場合には、その差額について返還

　　を要するものとする。
　　一　事業者の申請に係る介護報酬総額に、別紙1のサービス区分型
　　　4に定めるキャリアパス要　等の適合状況ごとに定める交付率を乗

旦

旦　交付金見込額の計算

じて得た額（1円未満の端数切り捨て）
二　実際に介護職員の賃金改善に充てられた経費（当該改善に伴う法
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改正前（旧） 改正後（新）

6

7

8

　定福利費等の事業主負担増加額及び交付金を原資として他都道府
　県の事業所又は施設（以下「事業所等」という。）　（同一法人の事

　業所等に限る。）の介護職員の賃金改善に充当した額を含み、他都

　道府県の事業所等（同一法人の事業所等に限る。）が交付を受けた

　交付金を原資として介護職員の賃金改善に充当した額を含まな

　い。）の実支出額の合計額

対象事業者の責務
対象事業者は、次の事項を遵守する責務を有する。

一　交付金を介護職員の賃金改善に要する費用（当該改善に伴う法定

　福利費等の事業主負担増加額を含む。）以外の費用に充ててはなら

　ない。
二　交付金の趣旨に鑑み、交付金により賃金改善を行う給与の項目以

　外の給与の水準を低下させてはならない。ただし、業績等に応じて
　変動することとされている賞与等が、当該要因により、変動した場

　合についてはこの限りでない。
三　各事業年度における最終の交付金支払いがあった月の翌々月の
　末日までに実績報告書を提出し、あらかじめ定められた賃金改善実

　施期間における5の二の額が交付金の受給総額を下回る場合には、

　都道府県に対してその差額を返還しなければならない。

四　この交付金に係る支出と実際に介護職員の賃金改善に充てたこ

　とがわかる書類を作成し、これを実績報告後、5年間保管しなけれ

　ばならない。
五　労働基準法等を遵守しなければならない。

交付金の支給停止等
都道府県は、対象事業者が次の各号に該当する場合には、既に支給さ

れた一部若しくは全部の交付金の返還を命じること又は期間を定め

て交付金の支給停止を行うことができる。
一　労働基準法等の違反により罰金刑以上の刑に処せられた場合

二　虚偽又は不正の手段により本交付金を受給した場合

介護職員処遇改善計画書の作成
交付金を受けようとする事業者は、次の各号の記載事項等を含んだ別

紙様式2の介護職員処遇改善計画書を作成し、その他必要な書類（労

働基準法第89条に規定される就業規則（賃金・退職手当・臨時の賃

金等に関する規程を就業規則とは別に個別作成している場合は、それ

　　　県の事業所又は施設（以下「事業所等」という。）　（同一法人の事

　　　業所等に限る。）の介護職員の賃金改善に充当した額を含み、他都

　　　道府県の事業所等（同一法人の事業所等に限る。）が交付を受けた

　　　交付金を原資として介護職員の賃金改善に充当した額を含まな

　　　い。）の実支出額の合計額

　　対象事業者の責務
　　対象事業者は、次の事項を遵守する責務を有する。

　　一　交付金を介護職員の賃金改善に要する費用（当該改善に伴う法定

　　　福利費等の事業主負担増加額を含む。）以外の費用に充ててはなら

　　　ない。
　　二　交付金の趣旨に鑑み、交付金により賃金改善を行う給与の項目以

　　　外の給与の水準を低下させてはならない。ただし、業績等に応じて
　　　変動することとされている賞与等が、当該要因により、変動した場

　　　合についてはこの限りでない。
　　三　各事業年度における最終の交付金支払いがあった月の翌々月の
　　　末日までに実績報告書を提出し、あらかじめ定められた賃金改善実

　　　施期間における旦の二の額が交付金の受給総額を下回る場合には、

　　　都道府県に対してその差額を返還しなければならない。

　　四　この交付金に係る支出と実際に介護職員の賃金改善に充てたこ
　　　とがわかる書類を作成し、これを実績報告後、5年間保管しなけれ

　　　ばならない。
　　五　労働基準法等を遵守しなければならない。

8　交付金の支給停止等
一　都道府県は、対象事業者が次の各号に該当する場合には、既に支給さ

　　れた一部若しくは全部の交付金の返還を命じること又は期間を定め

　　て交付金の支給停止を行うことができる。
　　一　労働基準法等の違反により罰金刑以上の刑に処せられた場合

　　二　虚偽又は不正の手段により本交付金を受給した場合

9　介護職員処遇改善計画書の作成
一　交付金を受けようとする事業者は、次の各号の記載事項等を含んだ別

　　紙様式2の介護職員処遇改善計画書を作成し、その他必要な書類（労

　　働基準法第89条に規定される就業規則（賃金・退職手当・臨時の賃
　　金等に関する規程を就業規則とは別に個別作成している場合は、それ

エ
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改正前（旧）
改正後（新）

らの規程も含む。以下同じ。）、労働保険に加入していることが確認

できる書類（労働保険保険関係成立届、労働保険概算・確定保険料申

告書等）　（以下「計画書添付書類」という。）を添付する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．コ

らの規程も含む。以下同じ。）、
できる書類（労働保険保険関係成立届、労働保険概算・確定保険料申

告書等）　（以下「計画書添付書類」という。）を添付する。

なお、　道府県は、交付金を画けようとする事業　が、前年度
に対象事業者の承認を受けている場合において、既に提出してい
る計画書添付書類に関する事項に変　がないときは、その提出を

一　賃金改善の方法

　ア　交付金見込額

　　4により算定された額
　イ　賃金改善見込額
　　　各事業者において賃金改善実施期間における賃金改善に要する

　　見込み額（当該改善に伴う法定福利費等の事業主負担増加額を含

　　む。）の総額でありアの額を上回る額

　ウ　賃金改善を行う給与の項目
　　増額若しくは新設した又はする予定である給与の項目の種類（基本

　　給、手当、賞与又は一時金等）等を記載する。

　工　交付金による賃金改善実施期間
　　　賃金改善実施期間は、事業者の選択により定めるものとし、当該

　　年2月から翌年4月までの間で、交付金支給月数と同じ月数の連続

　　する期間（その始期は交付の根拠となる介護サービス提供月以降で

　　あり、その終期は、事業年度における最終交付金の支払い月の翌月

　　とする。）とする。
　　　また、当該期間が事業年度間で重複してはならない。

　　　なお、平成21年度及び平成24年度については、交付金支給の

　　始期及び終期が異なるため、以下のとおりとなる。

　　（平成21年度）
　　　事業者の選択により、平成21年10月から平成22年4月まで
　　　の間で、交付金支給月数と同じ月数の連続する期間

　　（平成24年度）
　　　事業者の選択により、平成24年2月から6月までの間で、交付

　　　金支給月数と同じ月数の期間

　オ　賃金改善を行う方法
　　　賃金改善の実施時期や一人当たりの賃金改善見込額を、可能な限

省略させることができる。

一　賃金改善の方法

　ア　交付金見込額

　　5により算定された額
　イ　賃金改善見込額
　　　各事業者において賃金改善実施期間における賃金改善に要する

　　見込み額（当該改善に伴う法定福利費等の事業主負担増加額を含

　　む。）の総額でありアの額を上回る額

　ウ　賃金改善を行う給与の項目
　　増額若しくは新設した又はする予定である給与の項目の種類（基本

　　給、手当、賞与又は一時金等）等を記載する。

　工　交付金による賃金改善実施期間
　　　賃金改善実施期間は、事業者の選択により定めるものとし、当該

　　年2月から翌年4月までの間で、交付金支給月数と同じ月数の連続

　　する期間（その始期は交付の根拠となる介護サービス提供月以降で

　　あり、その終期は、事業年度における最終交付金の支払い月の翌月

　　とする。）とする。
　　　また、当該期間が事業年度間で重複してはならない。

　　　なお、平成21年度及び平成24年度については、交付金支給の
　　始期及び終期が異なるため、以下のとおりとなる。

　　（平成21年度）
　　　事業者の選択により、平成21年10月から平成22年4月まで
　　　の間で、交付金支給月数と同じ月数の連続する期間

　　（平成24年度）
　　　事業者の選択により、平成24年2月から6月までの間で、交付

　　　金支給月数と同じ月数の期間

　オ　賃金改善を行う方法
　　　賃金改善の実施時期や一人当たりの賃金改善見込額を、可能な限
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改正前（旧） 改正後（新）

　　り具体的に記載すること。

二　賃金改善以外の処遇改善事項
　　平成21年4月の介護報酬改定を踏まえて実施した（実施予定を

　含む。）処遇改善（賃金改善を除く6）一について記載すること。

り具体的に記載すること。

賃金改善以外の処遇改善事項
　平成21年4月の介護報酬改定を踏まえて実施した（実施予定を

含む。）処遇改善（賃金改善を除く。）について記載すること。

　ただし、4の二に定める平成21年4月介…　　改定を踏ま
えた処遇改善に関する定　的要件について別　様式6のキャ
リアパス要件等届出書を提出する　合にあっては、介書職員処

遇改善計画書への記載をノ略することができる。

　　　※　介護職員処遇改善計画書の作成は、必ずしも事業所等ごとの作

　　　　成ではなく、事業者（法人）が一括で作成しても差し支えない。

　　　　また、同一の就業規則により運営されている地域・サービス等

　　　　ごとの作成も可能とする。さらに、都道府県をまたがる事業者

　　　　（法人）についても、一貫した処遇改善を可能とするため事業

　　　　者単位での作成となるが、交付額の算定等を行うため、これら

　　　　に関連した記載事項については、都道府県単位での記載が必要

　　　　となる。
　　　　　なお、複数の事業所の介護職員処遇改善計画書を一括して作

　　　　成する場合には、当該計画書に記載された計画の対象となる事

　　　　業所等の一覧表を作成し、当該計画書に添付しなければならな

　　　　い。
9　交付金の対象事業者としての承認申請
　　交付金を受けようとする事業者は、別紙様式3の承認申請書に、介護

　職員処遇改善計画書及び計画書添付書類（以下「計画書等」という。）

　を添えて、事業所等）ごとに承認申請を行う。

　　ただし、介護職員処遇改善計画書の内容が複数の事業所等にまたがる

　場合や事業者単位である場合など、事業所等ごとの申請が実態にそぐわ

　ないときには、別紙様式4の承認申請書により、一括して取り扱っても

　差し支えない。
　　また、申請は事業年度ごとに受け付けるものどし、承認を得られなか

　つた事業者は、同一事業年度内に再度申請することも可能とする。

10　変更の届出
　対象事業者は、承認申請時に提出した申請書及び計画書等に変更（次
　の各号のいずれかに該当する場合に限る。）があった場合には、次の各

　　　※　介護職員処遇改善計画書の作成は、必ずしも事業所等ごとの作

　　　　成ではなく、事業者（法人）が一括で作成しても差し支えない。

　　　　また、同一の就業規則により運営されている地域・サービス等

　　　　ごとの作成も可能とする。さらに、都道府県をまたがる事業者

　　　　　（法人）についても、一貫した処遇改善を可能とするため事業

　　　　者単位での作成となるが、交付額の算定等を行うため、これら

　　　　に関連した記載事項については、都道府県単位での記載が必要

　　　　となる。
　　　　　なお、複数の事業所の介護職員処遇改善計画書を一括して作

　　　　成する場合には、当該計画書に記載された計画の対象となる事

　　　　業所等の一覧表を作成し、当該計画書に添付しなければならな

　　　　い。
10　交付金の対象事業者としての承認申請
一交付金を受けようとする事業者は、別紙様式3の承認申請書に、介護
　職員処遇改善計画書及び計画書添付書類（以下「計画書等」という。）

　を添えて、事業所等）ごとに承認申請を行う。三の場合において，別紙

　様式6のキャリアパス要件等届出　をこ付することも差し支えない。

　　ただし、介護職員処遇改善計画書の内容が複数の事業所等にまたがる

　場合や事業者単位である場合など、事業所等ごとの申請が実態にそぐわ

　ないときには、別紙様式4の承認申請書により、一括して取り扱っても

　差し支えない。
　　また、申請は事業年度ごとに受け付けるものとし、承認を得られなか

　つた事業者は、同一事業年度内に再度申請することも可能とする。

11　変更の届出
一対象事業者は、承認申請時に提出した里註垂一ヤリア
　パス要件等届出書に変更（次の各号のいずれかに該当する場合に限る。）
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改正前（旧） 改正後（新）

号に定める事項を記載した変更の届出を行う。

一　会社法による吸収合併、新設合併等による介護職員処遇改善計画

　書の作成単位が変更となる場合は、当該事実発生までの交付金の使

　用実績及び残額並びに承継後の交付金の取扱いに関する内容

二　別紙様式4により申請を行う事業者において、当該申請に関係す

　る事業所等に増減（新規指定、廃止等の事由による）があった場合

　は当該事業所等の介護保険事業所番号、事業所等名称、サービス種

　別
三　就業規則を改正（介護職員の処遇に関する内容に限る。）した場

　合は、当該改正の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

があった場合には、次の各号に定める事項を記載した変更の届出を行
う。

一　会社法による吸収合併、新設合併等による介護職員処遇改善計画

　書の作成単位が変更となる場合は、当該事実発生までの交付金の使

　用実績及び残額並びに承継後の交付金の取扱いに関する内容

二　別紙様式4により申請を行う事業者において、当該申請に関係す

　る事業所等に増減（新規指定、廃止等の事由による）があった場合

　は当該事業所等の介護保険事業所番号、事業所等名称、サービス種

　別
三　就業規則を改正（介護職員の処遇に関する内容に限る。）した場

　合は、当該改正の概要
四　キャリアパス要件等に関する適△状況に変更（交付率が変動

　する場合又は4の一のアとイの　　爵の　　に限る。）があっ

た場ムは、キャリアー
11　交付金の実績報告
　　対象事業者は、各事業年度における最終の交付金支払いがあった月
　　の翌々月の末日までに、都道府県に対して、以下の事項を含めた別紙

　　様式5の介護職員処遇改善実績報告書を提出することとする。
　　　その際、本事業の目的は、賃金改善の取り組みを行う計画を提出し

　　ている事業者への交付金の支給であることから、あらかじめ定められ

　　た賃金改善実施期間内であれば、事業年度を超えた賃金改善への交付

　　金の充当であっても問題はない。ただし、その賃金改善額が交付金の

　　受給総額を下回る場合には、5に定めるところにより、事業年度終了

　　後、その余剰金について返還が必要となる。

　　一　交付金の受給総額

　　二　交付金による賃金改善実施期間

　　三　第二号の期間における次の事項

　　　ア　介護職員常勤換算数の総数

　　　イ　介護職員に支給した賃金総額

　　　ウ　介護職員一人当たり賃金月額

　　四　実施した賃金改善の方法
　　　「基本給を全職員平均でOO円改善した」等、具体的に記載する。
　　五　第四号の実施に要した費用の総額（賃金改善に伴う法定福利費等

　　　の事業主負担　増加額を含む。）

12　交付金の実績報告
　　対象事業者は、各事業年度における最終の交付金支払いがあった月
　　の翌々月の末日までに、都道府県に対して、以下の事項を含めた別紙

　様式5の介護職員処遇改善実績報告書を提出することとする。
　　　その際、本事業の目的は、賃金改善の取り組みを行う計画を提出し

　　ている事業者への交付金の支給であることから、あらかじめ定められ

　　た賃金改善実施期間内であれば、事業年度を超えた賃金改善への交付

　　金の充当であっても問題はない。ただし、その賃金改善額が交付金の

　　受給総額を下回る場合には、旦に定めるところにより、事業年度終了

　　後、その余剰金について返還が必要となる。

　　一　交付金の受給総額

　　二　交付金による賃金改善実施期間

　　三　第二号の期間における次の事項

　　　ア　介護職員常勤換算数の総数

　　　イ　介護職員に支給した賃金総額

　　　ウ　介護職員一人当たり賃金月額

　　四　実施した賃金改善の方法
　　　「基本給を全職員平均で○○円改善した」等、具体的に記載する。

　　五　第四号の実施に要した費用の総額（賃金改善に伴う法定福利費等

　　　の事業主負担　増加額を含む。）
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改正前（旧） 改正後（新）

　　　当該金額の記載に当たっては積算内訳を添付する。当該内訳につ

　　いては、6の第四号の書類を添付することで差し支えないものとし、

　　また、計算に当たっては、対象事業者の賃金改善方法等に応じた適

　　切な方法による。
　六　他都道府県の事業所等（同一法人の事業所等に限る。）の介護職

　　　員の賃金改善の原資とした額
　七　他都道府県の事業所等（同一法人の事業所等に限る。）が交付を

　　受けた交付金を原資として介護職員の賃金改善の原資として充当し

　　た額
　八　賃金改善所要額
　　次の計算式により算出された額
　　第五号の額＋第六号の額一第七号の額
　九　賃金改善に使用しなかった交付金の総額（都道府県への返還額）
　　　当該金額は、第一号の額から第八号の額を減じた額が一円以上の場

　　　合に記載すること。

　十　介護職員一人当たり賃金改善額（月額平均）
　　　第五号の額を第三号アの数で除して得た額（一円未満切り捨て）

　　　を記載する。

12　その他
　　対象事業者は、上記の他、以下の点に留意すること。
　　一　本交付金は、毎月、介護報酬総額が確定した段階で交付される。

　　二　交付金の算定根拠となる毎月の介護報酬総額は、交付金対象事

　　　　業者が国保連へ送付した請求情報に基づくこととなる。

　　三　複数の事業所単位又は事業者単位で承認申請を行った場合、複

　　　　数の事業所単位又は事業者単位での交付額となる。

　　四　実施主体が交付金の支払いを国保連等に委託している場合に
　　　　は、委託先である国保連等から交付金が支払われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

　　　当該金額の記載に当たっては積算内訳を添付する。当該内訳につ

　　いては、7の第四号の書類を添付することで差し支えないものとし、

　　また、計算に当たっては、対象事業者の賃金改善方法等に応じた適

　　切な方法による。
　六　他都道府県の事業所等（同一法人の事業所等に限る。）の介護職

　　　員の賃金改善の原資とした額
　七　他都道府県の事業所等（同一法人の事業所等に限る。）が交付を

　　受けた交付金を原資として介護職員の賃金改善の原資として充当し

　　た額
　八　賃金改善所要額
　　次の計算式により算出された額
　　第五号の額＋第六号の額一第七号の額
　九　賃金改善に使用しなかった交付金の総額（都道府県への返還額）
　　　当該金額は、第一号の額から第八号の額を減じた額が一円以上の場

　　　合に記載すること。

　十　介護職員一人当たり賃金改善額（月額平均）
　　　第五号の額を第三号アの数で除して得た額（一円未満切り捨て）

　　　を記載する。

13　その他
　　対象事業者は、上記の他、以下の点に留意すること。

　　一　本交付金は、毎月、介護報酬総額が確定した段階で交付される。

　　二　交付金の算定根拠となる毎月の介護報酬総額は、交付金対象事

　　　　業者が国保連へ送付した請求情報に基づくこととなる。

　　三　複数の事業所単位又は事業者単位で承認申請を行った場合、複

　　　　数の事業所単位又は事業者単位での交付額となる。

　　四　実施主体が交付金の支払いを国保連等に委託している場合に
　　　　は、委託先である国保連等から交付金が支払われる。

一19一



改正前（旧） 改正後（新）

別紙1 別紙1
コ

眼1　父1可置刈雰ワ　　L〈
サービス区分 交付率

（介護予防）訪問介護

驫ﾔ対応型訪問介護

4．　0％

（介護予防）訪問入浴介護 1．　8％

（介護予防）通所介護 1．　9％

（介護予防）通所リハビリテーション 1．　7％

　（介護予防）特定施設入居者生活介護

E地域密着型特定施設入居者生活介護

3．　0％

（介護予防）認知症対応型通所介護 2．　9％

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 4．　2％

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 3．　9％

・介護福祉施設サービス

E地域密着型介護老人福祉施設

@（介護予防）短期入所生活介護

2、　5％

介護保健施設サービス

i介護予防）短期入所療養介護（老健）

1，　5％

・介護療養施設サービス
@（介護予防）短期入所療養介護（病院等（老健以外））

1．　1％

表1　交付金対象サービス 衣1　父1』匝刈外ソ　　」〈
キャリアパス要件等の適合状況

@　　　応じた交付率
サービス区分 表3の①

遡
表3の

に該当
iア）

に該当
iイ）

に該量

iウ）

（介護予防）訪問介護

驫ﾔ対応型訪問介護

4．　0％

（介護予防）訪問入浴介護 1．　8％

（介護予防）通所介護 1．　9％

（介護予防）通所リハビリテーション 1．　7％

（介護予防）特定施設入居者生活介護

n域密着型特定施設入居者生活介護

3．　0％

（介護予防）認知症対応型通所介護 2．　996

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 4．　2％
（ア）の率 （ア）σ

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 3．　9％
×0．　9 ×0．

介護福祉施設サービス

n域密着型介護老人福祉施設

i介護予防）短期入所生活介護

2．　5％

・介護保健施設サービス

@（介護予防）短期入所療養介護（老健）

1．　5％

　介護療養施設サービス
@（介護予防）短期入所療養介護（病院等（老

宙ﾈ外））

1．　1％

表1　交付金対象サービス

8

サービス区分 交付率

（介護予防）訪問看護

（介護予防）訪問リハビリテーション 0％
（介護予防）福祉用具貸与

特定（介護予防）福祉用具販売

（介護予防）居宅療養管理指導

居宅介護支援

介護予防支援

表2　交付金非対象サービス サービス区分 交付率

（介護予防）訪問看護

（介護予防）訪問リハビリテーション 0％
（介護予防）福祉用具貸与

特定（介護予防）福祉用具販売

（介護予防）居宅療養管理指導

居宅介護支援

介護予防支援

表2　交付金非対象サービス

① 4の一及び二をすべて満たす対象事業者

② 4の一又は二のいずれかを満たす対象事業者

③ 4の一又は二のいずれも満たしていない対象事葉者

表3　キャリアパス要件等の適合状況に関する区分

］
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改正前 （旧） 改正後 （新） コ
別紙様式2

　　　別紙様式2

諟�E員処遇改善計画書（平成 年度申請用）
介護職員処遇改善計画書（平成 年度申請用）

I　I　l　I　I　l　I　l　I
戟@l　I　l　I　l　I　l　， 事業所等情報

介瞳保険事業所番号 iiiii日工日
事柔所等情報

介護保険事業所番号 I　l　I　I　監　1　l　I　I

串菜者 開設者　　フリガナ

@　　　＿　　　＿　　　＿　　　層　　　騨　　　一　　　一

@　　　名　　称
＿一一＿＿一一＿＿＿＿＿＿一＿一一一＿＿一＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一昌一響一一－』一¶一昌一一昌一一昌一唱一一一一昌

事葉者・ 闇詮者　　フリガナ

@　　　膏　　　－　　　一　　　騨　　　一　　　甲　　　『

@　　　名　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　門　　　一黶Q＿一＿＿一＿＿＿＿＿＿＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一昌F一一一F一一F一一昌一層一－暫一－『一

所在地

主たる事務所の 〒 都・道

{・県
所在地

主たる事務所の 〒 都・道

{・県

FAX番号

電話番号 FAX番号
電膳番号

事集所等の名称 フリガナ

ｹ　　　一　　　一　　　一　　　一　　　椚　　　門

ｼ　　称
一＿一一＿＿一＿＿一＿一＿一一一一輯一一“一一一一一一一－一『－一一一一一一一一

提供する

Tービス

事業所等の名称 フリガナ

ｼ　　称
一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一辱一一一一一一一一一一一一一一一一一一

サービス

事某所の所在地

〒 都・道

{・県
事業所の所在地

〒 都・道

{・県

電話番号 FAX番号 電話番号

複数の事業所ごとに一括して提出する場合は「別紙一覧寂による」 と記載すること。

※事案所等情鞭 こついては、 複数の事業所ごとに一括して提出する場合は「別紙一覧表による』
と記載すること。 ※串某所等悟躯 こついては、

（1）
餓改馴画について（本緬に言己載され雌蛛ついては見込みの繰あり、申塒騰の館状況〔利賭鱒）・人賦鰍沢（顧購）その

（1）

他の事由により変動があり得るものである。）
他の串由により変動があり得るものである。） 円

年度交付金見込額（総額）
円 ① 平成 年度交付金見込額（総額）

① 平成 円

② 賃金改善所要見込佃（総額）（ア＋イーウ）
円 ② 賃金改善所要見込額〔総額）〔ア＋イーウ）

円
円 ア 賃金改善に要する見込額（総額）

ア イ 円

イ 円
他都道府県の事業所等の介腫職員の賃金改善の原資として充当する見込額

ウ 円
ウ アのうち他都道府県の串柔所等が交付を受けた交付金を原資として改善する見込額 円 アのうち他都道府県の串業所等が交付を受けた交付金を原資として改善する見込額

※② こつい ては法定福利貧等の賃金改巻に伴う増加分も含むものとする。

@　　　　　　　　　　　　　　別紙様式2（添付責料2） を添付すること。

※②
※②のイ又はウについて該当がある場合は、別紙様式Z

こついては法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むものとする・

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（添付貢料2） を添付すること。
※②のイ又はウについて該当がある場合は、

賃金改善の方法について
賃金改善の方法について

［　　　］手当、　［ ］手当、賞与（一時金）

③ 賃金改晋を行う給与項目 基本給、［　　］手当、 ［　　　］手当、　［ ］手当、賞与（一時金）

@　　　　　　　）

③ 賃金改着を行う綿与項目 基本給、

ｻの他（
）

その他（ 月　一 平成　　　年 月

④ 交付金による賃金改善実施期間 平成　　　年　　　月　～ 平成　　　年 月 ④ 交付金による賃金改善実施期間

※ ④については平成21年度は平成21年10月～平成22年4月まで、
平成22・23年度は当該年の2月一翌年4月まで、 平成24年度につ ※ ④　については平成21年度は平成21年10月～平成22年4月まで、

｢ては平成24年2月～6月までの連続する期間を記入すること。 なお、当骸期間の月数は交付金の対象月数を越えてならない。
いては平成24年2月一6月までの迦続する期間を記入すること。 なお、

⑤

二量鑑撫彊齢謝錨錨縦鷲墾張齪豊豊黙曝灘賑瞼隷鵡蟹墜ニニー致」もなふΣLi一＿＿＿＿＿＿一＿＿一＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一－一－昌一一昌一一－一昌一一一一一－一一昌一一一一一一－F昌一一＿一一＿一一＿一一一＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一”一””一”一昌一昌一一”一昌”昌一”一”＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一一一＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一””一”””””””昌”一”一”

⑤

二欝蓑灘麟嶽誉錨纏縞灘騰鮨鑑轟畿翻線踏鑑灘賑鹸鍛謡黙整二二一致上一な貸．ユ＿＿＿＿＿＿＿一一＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一””””一一”””一＿一＿＿＿＿＿＿＿＿一一一＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一”一F”一昌昌一”一”一昌一一一””F一一＿一一一＿一＿一＿一＿＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一”一昌－一一一一”昌”一一－”””T””一一

Q　　　一　　　一　　　昌　　　－　　　一

（任意記載串項）平成20年10月～平成21年3月までの状況について記載されたい。
（任意記載峯項）平成20年10月～平成21年3月までの状況について記載されたい。

一人当たり介護職員

⑥

介護職員賃金総額
円

　　一人当たり介蹟蹴員

F 円 ⑥

介護職員賃金総額

@〔月額平均）

円 ⑦　　賃金額（月額平均） 円

〔月額平均）
賃金額（月額平均） 記載を省略できる．）

〔2） 賃金改善以外の処遇改善について
（2） 負金改善以外の処遇改善について〔蹴絶栂式6を修威している矯合、

平成21年4月以峰に実施した（又は実施予定の）亭項について必ず1つ以上に0をつけること・
平成21年4月以降に実施した（又は実施予定の）亭項について必ず1つ以上にOをつけること。

処遇全般

Q　　ロ　　ー　　一　　F　　昌　　－　　一

ｳ育・研傍
Q　　一　　昌　　昌　　一　　唇　　輯　　－

E場環境

Q　　＿　　一　　一　　一　　｛　　－　　昌

事故、

注N診断、

J働安全衛生対策の充実
ｻの他（

トラブルヘの対応マニュアル等の作成

@腰痛対策、こころの健庫等の健康管理面の強化
@　　　　　　　　　采揚省力化対策

賃金体系等の人串制度の整備　・　非正規職員から正規職員への転換　・　短時悶正規職員制度の導入

ｸ給又1娚嚇の要件の明確化・休暇制度、労鱒間等の改善・韻の増員による莱務負担の軽減
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
yり豊∈．一一昌一『輯凹－F一．＿＿昌．一一一．一．．．＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

l材育成環境の整備　・　貢格取得、能力向上のための措眠

¥力向上が認められた職員への処遇、配置の反映
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
y9璽も．一一一一．－F昌『一＿一『＿．．＿－一．－一一＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
o産、子育て支援の強化　・　ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　介願補助鼎具等の購入、
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職員休憩室、

鼈鼈鼈黶Q一一＿一一一一一＿＿一一一＿一＿一一一一一一一一一一一一一一一一一””一一，一”””一一一”一昌一””一一

整備等

喫煙スペース等の整備

@　　　　　　　）

その他

処遇全般

黶@　昌　　一　　一　　一　　一　　一　　胃

ｳ育・研修
ｹ　　＿　　＿　　一　　一　　昌　　一　　－　　昌

E場環境

黶@　＿　　一　　一　　昌　　督　　，　　昌　　一

労働安全衛生対策の充実

ｻの他〔

能力向上が認められた職員への処遇、配置の反映
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
鰍阮Lも』『昌一一＿＿一一．＿一一．一ロ．一升．．一＿＿＿＿一一一一一一一一一一一一一一一
o産、子育て支援の強化　・　ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化

ｦ故、トラブルヘの対応マニュアル等の作成　・介護補助器具等の購入、整備等
柱ﾉ診断、腰痛対策、こころの健廠等の健康管理面の強化　・職員休憩窒、喫煙スペース等の整備

@　　　　　　　　　　　　菓務省力化対策

賃金体系等の人亭制度の整備　・非正規職員から正規職員への転換　・短時間正規職員制度の導入

ｸ給又は昇格等の要1牛の明確化・榊眼制風労働時間等の改善・職員の増員1こよる菜務負担の轍
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
yり璽も．胴＿一．昌輌昌＿一一層一一一一．－艸．一F昌－F＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
l材育成環境の登備　・　資格取得、能力向上のための措置

Q＿＿＿＿＿＿＿一一＿＿一＿＿一一＿＿一＿一＿＿一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一－一，一昌－F昌一胃一－門一昌r一”一一’骨一一一『一

　　　　　　一　　　　一　　　　一　　　　督　　　　－　　　　響

j

その他 提出していることを証明いたします。

上記については、 雇用するすべての介瞳職員に対し周知をしたうえで、
@　　　　　　　　　　　　　　　　平成　年　月

提出していることを証明いたします。

冝@　（法人名）
@　　〔代表者名） 印

上記については、雇用するすべての介瞳職員に対し周知をしたうえで、
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　年　月 日　　　（法　人　名）

@　　〔代表者名） 印
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改正前（旧） 改正後（新）

別紙様式2（添付書類1）
介護職員処遇改善計画書（都道府県内事業所等一覧表）

法　人　名

介護保険事業所番号 事業所の名称 サービス名

：目　1：：：1：

：1：目　：：：：
1：：：：1目　1
：：：：1：：：1

：：：1：：：目
，1』」，：』，1

1：1：：：：：：

1：：：：1：：1
1　　1　　1　　1　　1　　1　　1　　1　　1

：1：：：：：1：

1：1：：目　：：
，，　I　I　噛　，　l　I　I　I

1：：：1：：：：

：：：：11：：：

：l　l：：1：目
：：：：：：：：：
：一

F1：1：：：：
：：：：：1：：：
：：：1：：：：：

：：：1：：：1：

：：：l　l：：1：
：：：：目　：：：

：：：：：：：：1

：：：l　l：：：1
：1目　：：：：：

：1：口　：：1：

1：：：：：：：：
1：1，：：：‘レ
目，：：：：1：：

（同左）

総べージ数

1コ

数ジペ

／
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コ改正前（旧） 改正後（新）

（同左）
別紙様式（添付書類2）
介護職員処遇改善計画書（都道府県状況一覧表）

法　人　名

他都道府県事案所の介護職員の賃金改善の原資とし

ﾄ充当する見込額（別紙様式2の（1）②イに相当する

zを記載すること。）

他翻道府県の事某所等が交付を受けた交付金を原資として

�Pする見込額（別紙様式2の（1）②ウに椙当する額を記載

ｷること。）

北海道
円 円

青森県
円

円

岩手県
円 円

宮城県
円 円

秋田　県
円 円

山形県
円

円

福島県
円 円

茨城県
円 円

栃木県
円 円

群馬県
円 円

埼玉県
円 円

千葉県
円 円

東京都
円 円

神奈川県 円 円

新潟県
円 円

富山県
円 円

石　川　県 円 円

福井県
円 円

山　梨　県 円 円

長野県
円 円

岐皇県
円 円

静岡県
円 円

愛知県
円

円

三重県
円 円

滋賀県
円 円

京都府
円

円

大阪府
円 円

兵　庫　県 円 円

素　良県
円 円

和歌山県 円 円

鳥取県
円 円

島根県
円 円

岡　山県 円 円

広島県
円 円

山　ロ　県
円 円

徳島県
円

円

香　川　県
円 円

愛媛県
円

円

高知県
円 円

福　岡　県 円
円

佐賀県
円 円

長崎県
円 円

熊本県
円 円

大分県
円

円

宮崎県
円 円

鹿児島県 円 円

沖縄県
円 円

全国計
円 円
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改正前（旧）
改正後（新）

　　別紙様式3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成●年●月●日

都璋府県知事●●　●●　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）　　　　　　印

　　　平成●●年度介護職員処遇改善交付金対象事業者承認申請書

　　　　　（兼介護職員処遇改善交付金の支給決定の申請書）

介護サービス事業所「●●●●●」　（介護保険事業所番号）　（サービス

名）に係る介護職員処遇改善交付金の対象事業者としての承認（兼介護職

員処遇改善交付金の支給決定）がなされるよう、別添のとおり、介護職員

処遇改善計画書その他必要な書類を添えて申請する。

　（添付書類）

・介護職員処遇改善計画書（別紙様式2乏
・その他必要な書類（就業規則、給与規程、労働保険保険関係成立届等の

　納入証明書等）

　※　なお、介護職員処遇改善交付金事業実施要領の趣旨を理解し、以下

　　の留意事項について、同意することを念のため申し添えます。

（同左）

（留意事項）

・本交付金は、毎月、介護報酬請求をもって、介護報酬総額が確定した段

　階で交付されるが、事業年度終了後、あらかじめ定められた賃金改善実

　施期間内に実際に賃金改善を行った額と交付額を比較し、交付額が上回

　つた場合には、その余剰金を返還することとなる。
・交付金の算定根拠となる毎月の介護報酬総額は、交付金対象事業者が国

民健康保険団体連合会へ送付した請求情報に基づくものである。

・都道府県が国民健康保険団体連合会等へ交付金の支払いを委託している

場合には、委託先から交付金が支払われるものである。
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改正前（旧）
改正後（新）

　　別紙様式4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成●年●月●日

都道府県知事●●●●殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）　　　　　　印

　　　平成●●年度介護職員処遇改善交付金対象事業者承認申請書

　　　　　（兼介護職員処遇改善交付金の支給決定の申請書）

　別表の介護サービス事業所に係る介護職員処遇改善交付金の対象事業

者としての承認（兼介護職員処遇改善交付金の支給決定）がなされる∂iっ、

別添のとおり、介護職員処遇改善計画書その他必要な書類を添えて申請す

る。

　（添付書類）

・介護職員処遇改善計画書（別紙様式2）
・その他必要な書類（就業規則、給与規程、労働保険保険関係成立届等の

　納入証明書等）

　　※　なお、介護職員処遇改善交付金事業実施要領の趣旨を理解し、以

　　下の留意事項について、同意することを念のため申し添えます。

　（留意事項）
　・本交付金は、毎月、介護報酬請求をもって、介護報酬総額が確定した段

階で概算交付されるが、事業年度終了後・怪力’じめ勲ら桂賃金改
　善実施期間内に実際に賃金改善を行った額と父付額を比較し・父付額が

　上回った場合には、その余剰金を返還することとなる。
　．交付金の算定根拠となる毎月の介護報酬総額は、交付金対象事業者が国

　民健康保険団体連合会へ送付した請求情報に基づくものである。
　・複数の事業所単位又は事業者単位で承認申請を行った場合、複数の事業

　所単位又は事業者単位での交付額となるρ
　・都道府県が国民健康保険団体連合会等へ交付金の支払いを委託している

　場合には、委託先から交付金が支払われるものである。

（同左）
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改正前（旧）
改正後（新）

　別紙様式5
　介護職員処遇改善実績報告書（平成

都道府県知事　　　　　　　　殿

年度）

① 平成　　年度分交付金受給総額

② 交付金による賃金改善実施期間
平成　年　月～平成　年　月

③ 介護職員常勤換算数（②の期間の総数）

④ 介護職員に支給した賃金額（②の期間の総数）
円

⑤ 介護職員一人当たり賃金月額（④÷③）
円

⑥ ②の期間において実施した賃金改善の概要（改善し

ｽ給与の項目及びその金額等について具体的に記載

ｷること）

＿＿一＿＿一＿＿一＿＿一一一一一一一昌－一一冒一昌一一一一一

鼈黷衷ｹ昌一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一惰一一

Q＿一＿一＿r＿＿一一－一一一一一一一昌一一昌一一，昌一一昌

鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈鼈黶

Q一＿＿　＿＿一一一＿一一一一一曹一一一一一－一一一昌昌一一甲

⑦ ⑥に要した費用の総額（法定福利費等を含む）

⑧ 他部道府県の事業所等の介護職員の賃金改善の原資

ﾆして充当した額

⑦ ⑦のうち、他都道府県の事業所等が交付を受けた交

t金を原資として改善した額

⑩ 賃金改善所要額（⑦＋⑧一⑨）

⑪ 交付金余剰額（返還額）（①一⑩）

⑫ 介護職員一人当たり賃金改善月額（⑦÷③）
※　①については、別紙様式5（添付書類1）により内訳を添付すること。
※　⑦については、積算の根拠となる資料を添付すること・（任意の様式で可・2

※　⑧又は⑨について該当がある場合は、別紙様式5（添付資料2）を添付する一と。

（同左）

上記について相違ないことを証明いたします。
　　　　　　　　　　平成　年　月　日　（法人名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者名） 印
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改正前（旧）
改正後（新）

別紙様式5（添付書類1）
介護職員処遇改善実績報告書（都道府県内事業所等一覧表）

（同左）

法　人　名

介護保険事業所番号 事業所の名称－ サービス名 交付金受給額

1：： ：：：l　l：
円

：l　l ：：11：：
円

：：： 1：：：1：
円

：1 ：1：：：：：
円

：： ：：：1：：：
円

l　l l　l　l　l　l：：
円

：1 ：：1：1：：
円

1： ：：：11：：
円

：1 ：：：：1：：
円

：： 1：：l　l：：
円

：： l　l：：：：：
円

：： 1：：1：：：
円

1： ：：1：1：：
円

1： l　l　l　l：：1
円

：： l　l　l　l：l　l
円

l　l 1：：l　l：：
円

I　　　I l　　　I　　　l　　　1　　　齢　　　1　　　1

円

：1 ：：：1：：1
円

：： ：：：1：：：
円

l　　　I ］　　　I　　　I　　　I　　　－　　　1　　　1

円

l　l ：：：1：l　l
円

l　l ：：：1：：：
円

1： ：：：l　l：：

円

：： 1：：1：：1
円

：： ：：l　l：：：
円

：： ：：l　l：：：

円

1： ：：：：：：1
円

l　l ：：：1：：1
円

：1 ：：l　l　l：：
円

数ジ
一ぺ 総べージ数

／
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コ改正前（旧）
改正後（新）

（同左）
別紙様式5　（添付書類2）
介護職員処遇改善実績報告書（都道府県状況一覧表）

法　人　名

他都道府県の亭条所の介護職員の賃金改善の原資と

ｵて充当した額（別紙様式5の⑧に相当する額を記載

ｷること。）

他都道府県の事業所等が交付を受けた交付金を原資として

�Pした額（別紙様式5の⑨に相当する額を記載すること

B）

北海道
円

円

青森県
円

円

岩手県
円

円

宮城県
円

円

秋田県
円

円

山　形　県
円

円

福島県
円

円

茨城県
円

円

栃木県
円

円

群馬県
円

円

埼玉県
円

円

千葉県
円

円

東京都
円

円

神立川県
円

円

新潟県
円

円

富山県
円

円

石　川　県
円

円

福井県
円

円

山　梨県
円

円

長野県
円

円

岐旦県
円

円

静岡県
円

円

愛知県
円

円

三重県
円

円

沿賀県
円

円

京都府
円

円

大阪府
円

円

兵　庫　県
円

円

奈　良県
円

円

和歌山県
円

円

鳥取県
円

円

島根県
円

円

岡山県
円

円

広島県
円

円

山　ロ　県
円

円

徳島県
円

円

香川県
円

円

愛媛県
円

円

高知県
円

円

福岡県
円

円

佐賀県
円

円

長崎県
円

円

飛本県
円

円

大分県
円

円

宮崎県
円

円

鹿児島県
円

円

沖縄県
円

円・

全国計
円

円

礪箪　網棚キなる忠類を添付する一と※本様式の作成にあたっては、積算の根拠となる書類を添付すること
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改正前（1日） 改正後（新）

別紙様式6
キャリアパス要件等届出書 （平成 年度分）

コ
事某所等輪編 匝画工－－］
串東宿・開設書

フリガナ
[　　　一　　　一　　　縣　　　『　　　一　　　－

ｼ　　椿
一一　一　一一　一　一一　一一一　一一　F　一一　一一一　一一　一　一一　一一　一　一　一　幅　一一　一　一一　r　一　一　一　一　一　一　一　』　一　一一　一　r　一一　一　一一　一　一一　一　一　し

事某所等の名称

フリカナ
[　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　－

ｼ　稗

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　供　る

Q一＿＿一＿＿一一＿一＿＿一＿＿一＿＿＿＿一＿＿一＿一＿一＿一＿一＿一＿一一一一 @サービス

口）キャリアパスに面する更件について

　　　　（※）1を選訳する場合は太枠内に、 皿を選択する場合は：二∋線枠内に2蔵すること。

1
ヨ

｛※，　1乞通釈ヲ。贋首」入拝桝　　　　包過夙

次の内書についてあてはまるものに0をつけること。　〔1・皿のいずれかに鉄当していれば本豊幡を満たす。）

1 次の（1）から（3）までのすべての雲件を泌たり。

d）臓麟の職位、職員又は蹴農内容等に応じた任用等の豊幡を定めている。

ﾌ　職位、職勲又1よ職務内君等に応じた賃蛋体系1しついて定めている。

f）軟素想嗣等の鳴鐘な複拠規定を詫個で鮪賞し、サベての介簸職員に鶏細してい6。

該当　　　犀該当

皿 次の璽）かb16｝まぐのすべての蔓性を漸たす。 該当　　　非訟当

慣性皿について）上記（1）から③までのすべての豊幡L該当しない塙愈、次の事項について総策す｛，こと。

④

⑤

⑥

1りかり（3）までの翼件をすべて満たす

ことのできない理由

介護職員との毒見交絵を踏まえた霊

員向上のための目篠

45｝の実現のたヴ）の具体的な歌リ阻み

の内容

しいずれかに0をつけること。）

「
□　　　資質向上のための齢四に沿って、観修頓会の澱供又は技術揃渤等を実施するとともに、　　　力駆価を行う。

　　澱楕敗符のための支援の実施　※当該支援の内書について下肥に記蔵すること
イ
　　｛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（注）｛5〉のアを選択した燭台、本虞に資質向上のための肝画を廼付すること。

平成21年4月介騒銀蘭敵窪を踏まえた処遇改酋に二関す’る定置的更僻イこっし、て

（※）太枠内に記眼すること。

型
図

〔11平蔵20年10月から裂在家でに奥施した事項について必ず1つ以上LOをつけること（’二だし・記載りるにあたって　1よ・選択した、・vリアパス

に面する要件で求められている事項と明らかに矯撫する串項を記帳しないこと。♪

処遇全般

教育・研修

駆鯖環境

その他

賃金体系等の人事鍋屋の懸賞　・非正規職鈍から正規職qへの転換・短韻正規職員麟痕の鱒入

猟又1娚構の要㈲囎｛い休醐度・労脚桐筆の輔’顧の購饅による鮪貫⑳懸
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

人材御陵窮境の驚倒　・資岳取得、配力向上のための搬器

能力向上が認められた職qへの処遇、配置の反映

その他〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

出産、子育て支援の強化・ミーティング等しよる職培内コミュニケーションの円洲し

串敵・トラブルヘの対応マニュアル等の休戚・分賦補助審再等の鳩入・驚倒等

健康お断、縦縞対策．こころの健康等の健鷹管理6の強化・職ほ休切瑳、喫燥スベ一一ス等の笹働

労働安全衛生対策の寛典・素顔省力化対策
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　》

②　（Uに賞した黄用の厭”額について

．主な重無理9蓋弩、（旦」馨塑還㌔ム藍匙拠昌解み」璽軌．．．．＿＿．．．

　平成20年10月から瑚登までに翌した貴用の韻 円

上記については、 雇用するすべての介眼撒銭に対し■知をしたうえで、提出していることをE明いたします膏

　　　　　　　　　　　平成　年　月　日　儀人名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代数書名）　　　　　　　　　　　　日］
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改正前（旧） 改正後（新）

別記2
施設開設準備経費助成特別対策事業及び定期借地権利用による整備促進

特別対策事業

1　特別対策事業
　　特別対策事業とは、都道府県に設置された基金を財源の全部又は一部

　として実施される次の事業（以下「施設開設準備等特別対策事業」とい

　う。）をし、う。

（1）施設開設準備経費助成特別対策事業（基本事業）
　　　施設開設準備経費助成特別対策事業は、開設時から安定した、質の高

　　いサービスを提供するための体制整備を支援するため、特別養護老人ホーム

　　等を設置する民間事業者に対し、当該施設等の開設準備に必要となる職員訓

　　練期間中の雇上げや地域に対する施設説明会等の開催に要する経費等につ

　　いて都道府県が補助する事業及び都道府県から交付された補助金を
　　財源の全部又は一部として市町村が補助する事業、並びに都道府県が

　　設置する施設等の開設準備に要する経費に基金を財源の全部又は一
　　部として充てる事業及び市町村が設置した特別養護老人ホーム等の

　　施設等の開設準備に要する経費に都道府県が補助する事業をいう。

　（2）定期借地権利用による整備促進特別対策事業（基本事業）

　　　定期借地権利用による整備促進特別対策事業とは、施設等用地の確

　　保を容易にし、特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、用地確保のた

　　めの定期借地権設定に際して土地所有者に支払われた一時金（賃料の前払い

　　として授受されたものに限る。）について、都道府県が補助する事業及

　　び都道府県から交付された補助金を財源の全部又は一部として市町

　　村が民間事業者に補助する事業をいう。

　（3）　（1）及び（2）に係るその他事業
　　　　都道府県が、基本事業を円滑に施行するための説明会の開催等を実施する

　　　ことにより、基本事業を推進するための事業をいう。

2　施設開設準備等特別対策事業の実施
　（1）施設開設準備等特別対策事業の実施主体
　　　　施設開設準備等特別対策事業の実施主体は、都道府県及び市町村とす

　　　る。

　（2）施設開設準備等特別対策事業の対象除外

　　　　次に掲げる場合は、対象としない。

　　　ア　施設開設準備経費助成特別対策事業

別記2
施設開設準備経費助成特別対策事業及び定期借地権利用による整備促進

特別対策事業

（同左）
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改正前（旧） 改正後（新）

　　（ア）平成20年度以前から開始している施設整備事業に伴う事業で

　　　　ある場合
　　（イ）地方公務員法（昭和25年法律第261号）に定める地方公務

　　　　員の給与に充てる場合
　　イ　定期借地権利用による整備促進特別対策事業
　　　（ア）保証金として授受される一時金である場合

　　　（イ）定期借地権の設定期間が50年未満の契約に基づき授受される

　　　　一時金である場合
　　　（ウ）定期借地権契約の当事者が利益相反関係と見なされる場合

　　ウ　他の国庫負担（補助）制度により現に当該事業の経費の一部を負

　　　担し、又は補助している事業である場合
（3）市町村が行う施設開設準備等特別対策事業に係る補助金の交付申請

等
　　ア　市町村は、施設開設準備等特別対策事業を実施しようとする場合は、

　　　都道府県知事が定める様式により、施設開設準備等特別対策事業に係

　　　る補助金の交付申請を都道府県知事に提出しなければならない。

　　イ　都道府県は、市町村から施設開設準備等特別対策事業に係る補助金

　　　の交付申請を受けた場合には、当該申請内容がこの運営要領に定める

　　　事項と照らして適正であるか審査を行い、適正と認められた場合に限

　　　り、当該市町村に対し補助金の交付を行うものとする。

　　ウ　都道府県は、イの交付決定に基づき基金を取り崩し、これを一般会計

　　　に繰り入れた上で、市町村に対し補助金を交付するものとする。

（4）施設開設準備等特別対策事業の中止
　　ア　都道府県は、施設開設準備等特別対策事業を中止し、又は廃止す

　　　る場合には、厚生労働大臣に報告し、その指示を受けなければなら

　　　ない。
　　イ　市町村は、施設開設準備等特別対策事業を中止し、又は廃止する

　　　場合には、都道府県知事に報告し、その指示を受けなければならな

　　　い。
　（5）事業実施状況報告
　　　都道府県は、毎年度、施設開設準備等特別対策事業に係る決算終了

　　後速やかに、醜により事業実施状況報告書を厚生労働大臣に

　　提出しなければならない。
　　　　また、市町村は、都道府県知事が定める様式により、施設開設準備

（同左）

コ
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改正前（旧） 改正後（新）

枷ル＋如讐註旧左古1 十目山【 チ”，手払
1

　　等特別対策事業の事業実施状況報告を都道府県知事に提出しなけれ

　　ばならない。
3　施設開設準備等特別対策事業を実施する場合の条件
（1）施設開設準備等特別対策事業の実施に当たっては、この運営要領に定め

　　る内容により行わなければならない。
（2）都道府県は、施設開設準備等特別対策事業に係る予算及び決算との

　　関係を明らかにした調書を作成するとともに、施設開設準備等特別対

　　策事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び

　　証拠書類を施設開設準備等特別対策事業の完了の日の属する年度の

　　終了後5年間保管しておかなければならない。
（3）都道府県が、施設開設準備等特別対策事業を実施（以下「都道府県

　　実施事業」という。）する場合には、都道府県に対し次の条件が付さ

　　れるものとする。
　　ア　補助対象事業（1に規定する事業）に使用しなければならない。
　　イ　事業の内容及び事業間の経費の配分を変更（軽微な変更を除く。）

　　　する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければならない。

　　ウ　都道府県実施事業により取得し、又は効用の増加した価格が50

　　　万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に

　　　関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用年数
　　　を経過するまで厚生労働大臣の承認を受けないで、この特別対策事

　　　業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、

　　　又は廃棄してはならない。
　　工　厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入が

　　　あった場合には、その収入の全部又は一部を国庫に納付させること

　　　がある。
　　オ　都道府県実施事業により取得し、又は効用の増加した財産につい

　　　ては、都道府県実施事業の完了後においても善良な管理者の注意を

　　　　もって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならな

　　　　い。
　　力　都道府県がアからオにより付した条件に違反した場合には、都道

　　　府県が支出した金額の全部又は一部を国庫に納付させることがあ

　　　　る。

　（4）都道府県が、民間事業者が実施する事業（以下「都道府県補助対象

（同左）

コ
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⊥ 人r肯 ↓ 畑L．l　r戸う訟rトト
1 1

事業」という。）に対してこの基金を財源の全部又は一部として補助

金を交付する場合には、都道府県補助対象事業を実施する者（以下「都

道府県補助対象事業者」という。）に対し次の条件を付さなければなら

ない。

ア　都道府県補助対象事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする

　場合には、都道府県知事の承認を受けなければならない。ただし・施

　設開設準備経費助成特別対策事業と定期借地権利用による整備促進特

　別対策事業との間の経費の配分の変更は承認しないものとする。

イ　都道府県補助対象事業を中止し、又は廃止（一部の中止、又は廃

　止を含む。）する場合には、都道府県知事の承認を受けなければな

　らない。
ウ　都道府県補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は事

　業の遂行が困難となった場合には、速やかに都道府県知事に報告し

　てその指示を受けなければならない。
工　都道府県補助対象事業により取得し、又は効用の増加した価格が

　30万円以上の機械及ぴ器具については、減価償却資産の耐用年数

　等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用
　年数を経過するまで都道府県知事の承認を受けないで、この都道府

　県補助対象事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

　担保に供し、又は廃棄してはならない。
オ　都道府県知事の承認を受けて財産を処分することにより収入が

　あった場合には、その収入の全部又は一部を都道府県に納付させる

　ことがある。
力　都道府県補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産に

　ついては、都道府県補助対象事業の完了後においても善良な管理者

　の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなけれ

　ばならない。
キ　都道府県補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告に

　よりこの補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　が確定した場合は、都道府県知事が定める様式により速やかに都道

　府県知事に報告しなければならない。
　　なお、都道府県補助対象事業者が全国的に事業を展開する組織の

　一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消

　費税の申告を行わず本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消

（同左）
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　　費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容

　　に基づき報告を行うこと。
　　　また、都道府県知事に報告があった場合は、当該仕入控除税額の

　　全部又は一部を都道府県に納付させることがある。
　ク　都道府県補助対象事業者は、都道府県補助対象事業に係る収入及び

　　支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類

　　を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を都道府県補助対象事業の完

　　了の日（都道府県補助対象事業の中止又は廃止の承認を受けた場合に

　　は、その承認を受けた日）の属する年度の終了後5年間保管しておか

　　なければならない。
　ケ　都道府県補助対象事業者が都道府県補助対象事業を行うために締

　　結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金提供を受

　　けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金

　　を除く。
　コ　都道府県補助対象事業を行うために締結する契約については、一

　　般競争入札に付するなど都道府県が行う契約手続の取扱いに準拠

　　　しなければならない。
　サ　都道府県補助対象事業者は、定期借地権契約が借地権の存続期間

　　の満了前かつ賃料の前払いとしての一時金充当期間の終了前に解
　　約された場合に土地所有者が一時金のうちの未充当期間相当額を
　　借地権者である都道府県補助対象事業者に返還する旨、定期借地権

　　契約書に定めなければならない。
　　　なお、土地所有者より返還があった場合には、都道府県知事へ報

　　告しなければならない。
　　　また、都道府県知事に報告があった場合は、返還額の全部又は一

　　部を都道府県に納付させることがある。

　シ　都道府県補助対象事業者がアからサにより付した条件に違反した場

　　　合には、この補助金の全部又は一部を都道府県に納付させることがあ

　　　る。

（5）都道府県が、市町村が実施する施設開設準備経費助成特別対策事業（以

　下「市町村実施事業」という。）に対して、この基金を財源の全部若し

　　くは一部として補助金を交付する場合には、市町村に対し次の条件を付

　　さなければならない。
　ア　市町村実施事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、

（同左）

コ
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改正前（旧）
改正後（新）

　　都道府県知事の承認を受けなければならない。
　イ　市町村実施事業を中止し、又は廃止する場合には、都道府県知事の承

　　認を受けなければならない。
　ウ　市町村実施事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂

　　行が困難となった場合には、速やかに都道府県知事に報告してその

　　指示を受けなければならない。
　工　市町村実施事業により取得し、又は効用の増加した価格が50万円

　　以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐用年数等に関する

　　省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めている耐用年数を経過す
　　るまで、都道府県知事の承認を受けないで、この市町村実施事業の目

　　的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃

　　棄してはならない。
　オ　都道府県知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があっ

　　た場合には、その収入の全部又は一部を都道府県に納付させることが

　　ある。
　力　市町村実施事業により取得し、又は効用の増加した財産については、

　　市町村実施事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管理

　　するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。

　キ　市町村実施事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を

　　作成するとともに、市町村実施事業に係る歳入及び歳出について証拠

　　書類を整理し、かつ調書及び証拠書類を市町村実施事業完了の日（事

　　　業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の

　　　属する年度の終了後5年間保管しておかなければならない。

　ク　市町村がアからキにより付した条件に違反した場合には、この補助

　　　金の全部又は一部を都道府県に納付させることがある。

（6）都道府県が、市町村が民間事業者の実施する事業（以下「市町村補

　助対象事業」という。）に対して補助する事業（以下「市町村補助事

　　業」という。）に、この基金を財源の全部若しくは一部として補助金

　　を交付する場合には、市町村に対し次の条件を付さなければならな

　　い。

　　ア　市町村補助事業を中止し、又は廃止する場合には、都道府県知事

　　　の承認を受けなければならない。
　イ　市町村補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂
　　　行が困難となった場合には、速やかに都道府県知事に報告してその

（同左）
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改正前（旧） 改正後（新）

　指示を受けなければならない。
ウ　市町村補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調

　書を作成するとともに、市町村補助事業に係る歳入及び歳出につい

　て証拠書類を整理し、かつ調書及び証拠書類を市町村補助事業の完

　了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を

　受けた日）の属する年度の終了後5年間保管しておかなければなら

　ない。
工　市町村が、市町村補助対象事業に対して都道府県からの補助金を財

　源の全部若しくは一部として補助金を交付する場合には、市町村は市

　町村補助対象事業を実施する者（以下「市町村補助対象事業者」とい

　う。）に対し次の条件を付さなければならない。

　（ア）市町村補助対象事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する

　　場合には、市町村長の承認を受けなければならない。ただし、

　　施設開設準備経費助成特別対策事業と定期借地権利用による整

　　備促進特別対策事業との間の経費の配分の変更は承認しないも

　　のとする。
（イ）市町村補助対象事業を中止し、又は廃止（一部の中止、又は廃止を

　　含む。）する場合には、市町村長の承認を受けなければならない。

　（ウ）市町村補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は市町

　　村補助対象事業の遂行が困難となった場合には、速やかに市町村

　　長に報告してその指示を受けなければならない。
　（エ）市町村補助対象事業により取得し、又は効用の増加した不動産及び

　　その従物並びに市町村補助事業により取得し、又は効用の増加した

　　価格が30万円以上の機械及び器具については、減価償却資産の耐

　　用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定めてい
　　　る耐用年数を経過するまで、市町村長の承認を受けないで、この補

　　助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担

　　保に供し、又は廃棄してはならない。
　（オ）市町村長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場

　　　合には、その収入の全部又は一部を市町村に納付させることがある。

　（カ）市町村補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産につい

　　　ては、市町村補助対象事業の完了後においても善良な管理者の注意

　　　をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければなら

　　　ない。

（同左）
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改正前（旧）
改正後（新）

（キ）市町村補助対象事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこ

　の補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定し

　た場合は、速やかに市町村長に報告しなければならない。

　　　なお、市町村補助対象事業者が全国的に事業を展開する組織の一

　支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費

　税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等〉で消費税及び地方消

　壷税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容

　　に基づき報告を行うこと。
　　　また、市町村長に報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部

　　又は一部を市町村に納付させることがある。

（ク）市町村補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備

　　え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿

　　及び証拠書類を市町村補助対象事業の完了の日（事業の中止又は廃

　　止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の

　　終了後5年間保管しておかなければならない。

（ケ）市町村補助対象事業を行うために締結する契約の相手方及びその関

　　係者から、寄付金等の資金提供を受けてはならない。ただし、共同

　　募金会に対してなされた指定寄付金を除く。

（コ）市町村補助対象事業を行うために締結する契約については、一般競

　　争入札に付するなど市町村が行う契約手続の取扱いに準拠しなけれ

　　ばならない。
（サ）市町村補助対象事業者は、定期借地権契約が借地権の存続期間

　　の満了前かつ賃料の前払いとしての一時金充当期間の終了前に

　　解約された場合に土地所有者が一時金のうちの未充当期間相当

　　額を借地権者である市町村補助対象事業者に返還する旨、定期

　　借地権契約書に定めなければばらない。
　　　なお、土地所有者より返還があった場合には、市町村長へ報告

　　しなければならない。
　　　また、市町村長に報告があった場合は、返還額の全部又は一部

　　を市町村に納付させることがある。
（シ）市町村補助対象事業者が（ア）から（サ）により付した条件に

　　違反した場合には、この補助金の全部又は一部を市町村に納付

　　させることがある。
オ　エより付した条件に基づき、市町村長が承認又は指示する場合に

（同左）
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改正前（旧）

　　　は、あらかじめ都道府県知事の承認又は指示を受けなければならな

　　　い。
　　力　工の（オ）、　（キ）及び（サ）の条件により、市町村補助対象事

　　　業者から財産処分による収入、定期借地権契約の解約による収入又

　　　は補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部
　　　又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を都

　　　道府県に納付させることがある。

　　キ　市町村補助対象事業者がエにより付した条件に違反し、エの（キ）

　　　により市町村へ納付があった場合には、その納付額の全部又は一部

　　　を都道府県に納付させることがある。

（7）　（4）のオ、キ、サ及びシにより付した条件に基づき都道府県補助

　　対象事業者から納付があった場合には、その納付額の全部又は一部を

　　国庫に納付させることがある。
（8）　（5）のオ及びクにより付した条件に基づき市町村から納付があっ

　　た場合には、その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがあ

　　る。

（9）　（6）の力及びキにより付した条件に基づき市町村から納付があっ

　　た場合には、その納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがあ

　　る。

（10）施設開設準備等特別対策事業の対象経費と重複して他の補助金等の

　　交付を受けてはならない。

4　交付額の算定方法
　　次により算出するものとする。

　　ただし、交付額に1，000円未満の端数が生じた場合には、これを

　切り捨てるものとする。

（1）施設開設準備経費助成特別対策事業（基本事業）

　　　別添1の第1欄に定める施設等ごとに、第2欄に定める交付基礎単
　　価に第3欄に定める単位の数を乗じて得た額と第4欄に定める対象
　　経費の実支出額とを比較して少ない方の額を交付額とする。

（2）定期借地権利用による整備促進特別対策事業（基本事業）

　　　別添2の第1欄に定める施設等ごとに、第2欄に定める交付基準に

　　より算定した額と第4欄に定める対象経費の実支出額とを比較して
　　少ない方の額に、第4欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とす

　　る。

（同左）
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改正前（旧） 改正後（新）

（3）　（1）及び（2）に係るその他事業

　　　基本事業を円滑に実施するために必要な賃金、職員手当等、共済費、

　　報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、備品購

　　入費に係る合計額とする。

5　その他
（1）都道府県は、市町村が行う特別対策事業に係る補助金の交付申請及

　　び交付決定の事務に係る手続き等の交付要綱を定め、実施するものと

　　する。

（2）都道府県は管内市町村、関係団体、社会福祉法人等に当該基金事業

　　及び特別対策事業の趣旨について十分な説明を行うとともに、市町村

　　との連携を十分に行い、事務処理に遺漏のないよう取り扱われたい。

（3） コ　（1）及び（2）に係るその他事業

　基本事業を円滑に実施するために必要な賃金、盟職員手当等、
共済費、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、

備品購入費に係る合計額とする。

（同左）
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改正前（旧） 改正後（新）

別添1
施設開設準備経費助成特別対策事業に係る交付基礎単価

1区分 2　交付 3単位 4　対象経費

基礎単価

1 都道府県実施事業及び市町 600千円 定員数 特別養護老人ホー

村実施事業 ※　小規模多 ム等の円滑な開所に

機能型居宅 必要な需用費、使用

（1）広域型施設 介護事業所 料及び賃借料、備品

定員30人以上の次の施設 にあっては、 購入費（備品設置に

特肘養護老人ホーム 宿泊定員数とす 伴う工事請負費を含

老人保健施設 る。 止む．）、報酬、給

ケアハウス（特定施設入居者生 料、職員手当等、共

活介護の指定を受けるもの） 済費、賃金、旅費、
・養護老人ホームー　　＿　　＿　　一　　一　＿　　＿　　榊　　椚　　¶　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　r　　昌　　－　　一　　一　　昌　　一　　昌　　一　　一　　昌　　一　　齢　　督

役務費、委託料

（2）小規模福祉施設等

定員29人以下の次の施設

小規模特別養護老人ホーム

小規模老人保健施設

小規模ケアハウス（特定施設入

居者生活介護の指定を受ける

もの）

・認知症高齢者グループホーム

・小規模多機能型居宅介護事業所

2 都道府県補助対象事業

1の（1）の施設

3 市町村補助対象事業

1の（2）の施設等

別添1
施設開設準備経費助成特別対策事業に係る交付基礎単価

1区分 2交付 3単位 4　対象経費

基礎単価

1 都道府県実施事業及び市町 600千円 定員数 特別養護老人ホー

村実施事業 の範囲内 ※　小規模多 ム等の円滑な開所に

で都道府 機能型居宅 必要な需用費、使用

（1）広域型施設 県知事が 介護事業所 料及び賃借料、備品

定員30人以上の次の施設 定めた額 にあっては、 購入費（備品設置に

特別養護老人ホーム 宿泊定員数とす 伴う工事請負費を含

老人保健施設 る。 む。）、報酬、給料

ケアハウス（特定施設入居者生 、職員手当等、共済

活介護の指定を受けるもの） 費、賃金、旅費、役
・養護老人ホーム＿　ロ　＿　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　椚　r　一　一　一　一　一　一　F　一　昌　－　一　一　　一　昌　－

務費、委託料

（2）小規模福祉施設等

定員29人以下の次の施設

小規模特別養護老人ホーム

小規模老人保健施設

小規模ケアハウス（特定施設入

居者生活介護の指定を受ける

もの）

・認知症高齢者グループホーム

・小規模多機能型居宅介護事業所

2 都道府県補助対象事業

1の（1）の施設

3 市町村補助対象事業

1の（2）の施設等
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改正前（1日）

別添2
定期借地権利用による整備促進特別対策事業に係る交付基準

1　区分 2　交付基準 3　対象経費 4補助率

1 都道府県補助対象事業 当該施設等を整 定期借地権設定に際し

・特別養護老人ホーム 備する用地に係 て授受される一時金であ

・老人保健施設 る国税局長が定 って、借地代の前払いの 1／2

・ケアハウス（特定施設入居者生活 める路線価の2 性格を有するもの（当該

介言董の指定を受けるもの） 分の1 一時金の授受により、定

・養護老人ホーム 期借地権設定期間中の全

期間又は一部の期間の地

2 市町村補助対象事業 代の引下げ力帯われてい

・小規模特別養護老人ホーム
ると認められるもの）。

・小規模老人保健施設

・小規模ケアハウス（特定施設入居

者生活介護の指定を受けるもの）

・認知症高齢者グループホーム

・小規模多機能型居宅介護事業所

改正後（新） コ
（同左）
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事　　務　連　絡

平成22年3月30日

各都道府県介護保険担当課（室）　御中

厚生労働省老健局介護保険計画課

　　　　　　　　高齢者支援課

　　　　　　　　振　　興　　課

介護職員処遇改善交付金に関するQ＆A（V　o　I．2）について

　日頃より、介護保険制度の円滑な実施にご協力いただきありがとうございます。

　また、介護職員処遇改善交付金の運営に当たりましては、大変お手数をおかけして

おり感謝申し上げます。

　さて、介護職員処遇改善交付金につきましては、今般、「平成21年度介護職員処

遇改善等臨時特例交付金の運営について」（平成21年8月3日老健局長通知）の一部

改正を行い、平成22年10月より新たにキャリアパスに関する要件及び平成21年介

護報酬改定を踏まえた定量的要件（以下「キャリアパス要件等」という。）を追加す

ることといたしました。

　キャリアパス要件等に関する取扱い及びこれまで特にお問い合わせを多くいただ

いた質問について整理を行い、別添のとおりQ＆A（V　o　l．2）を作成しましたの

で、送付いたします。

　各都道府県におかれましては、こちらをご参照の上、管内の事業者に対してキャリ

アパス要件等の内容及び平成22年9月末日までに届出を行う必要があることについ

て、周知を行っていただきますようお願いいたします。

　あわせて、管内市町村に対しても、情報提供方よろしくお願いいたします。

【照会先】

〔Q＆A問1～19について〕

振興課基準第一係

　（直通）03－3595－2889（内線）3983

〔Q＆A問20について〕

高齢者支援課予算係

　（直通）03－3595－2888（内線）3925



○　キャリアパスに関する要件について

　6注ソ本0＆、4でば便宜助／ご実施要鍾4の一／ご定める要件を／要件ピ∫ノノま、

　　　4の二1／ご定める要件を婆4ピ17ノノど表1詔ずるこまどずる。

（問1）キャリアパス要件等届出書の添付書類について

（答）

　　キャリアパス要件等届出書に必ず添付すべき書類は要件（1）において

　「資質向上のための計画」を定めることとした場合の、当該計画書のみで

　ある。これは、キャリアパス要件等届出書はすべての介護職員に周知した

上で提出することとなっており、例えば要件（1）を選択した際は、すべ

　ての介護職員が当該任用要件や賃金体系を定めた書面を閲覧可能であるし、

　その他の内容についても実際に介護職員が説明あるいはその恩恵を受ける

　ものであるからである。

　　また、当該「周知」については、基本的には届出書に周知した旨の証明

　を事業者の責任で行うこととしているが、労使協定や労働協約等を締結し

　た事業者は、当該事実が確認できる書面を添付する等、必要に応じて参考

　となる資料を添付することも考えられる。

　　なお、要件（1）においては、「就業規則等の明確な根拠規定を書面で整

　備」することをその要件としているが、現行の就業規則で要件（1）を満

　たす事業者は新規に提出する必要はなく、本要件を満たすため新たに就業

　規則の改正を行った事業者は、実施要領11の三の規定により変更の届出

　を行うこととなっていることに留意すること。

（問2）キャリアパス要件等について、実績報告を求めていないが、届出に

　　虚偽があった場合等の対応はどうなるのか。

（答）

　　キャリアパス要件等はすべての介護職員に周知した上で届け出ることと

　しており、当該内容の実際の運用等については、基本的には使用者と介護

職員の関係において解決していただくこととしており、例えば、要件（∬）

　において、資質向上のための取り組みがすべて計画どおりに実施できない

　場合もあり得るが、この事実のみをもって要件（1）を満たさないことに

　はならない。

　　ただし、そもそも虚偽の計画を策定する等、虚偽又は不正の手段により

　交付金を受給した場合は、実施要領8の規定により、都道府県は交付金を

　返還させる、支給停止を行う等の対応をする可能性がある。
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（問3）要件（1）で「就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備」とあるが、

　　この「等」とはどのようなものが考えられるのか。

（答）

　　法人全体の取扱要領や労働基準法上の就業規則作成義務のない事業場

　（常時雇用する者が10人未満）における内規等を想定している。

　　なお、当該書面のような就業規則と異なる労働基準法上の作成義務のな

　い書類については、キャリアパス要件等届出書に添付する必要がある。

（問4）キャリアパス要件等を満たす旨の、届出はいつまでに行う必要があ

　　るのか。

（答）

　　整理すると次表のようになり、届出期限を過ぎても届出を行わない場合

　は、キャリアパス要件等を満たさないものとして交付金の額が決定される。

交付金対象事業者としての承認を

�ｯた日

キャリアパス要件等を満たす旨の届

o期限

平成22年9月まで 平成22年9月末日

平成22年10月以降 承認申請日

　なお、上記届出期限を過ぎてから、キャリアパス要件等を満たす旨の届

出を行った場合、当該届出日の翌月以降の介護サービスに関する交付金の

額に届出内容が反映される。

（問5）要件（1）の職位、職責又は職務内容等について、例えば、新たに設

　　置したポストに必ず人を配置する必要があるか。

（答）

　　ポストの設定と実際の職員配置が完全に一致する必要はなく、無理な昇

　進等はかえって組織の停滞を招く等、キャリアパスの本来の趣旨を逸脱す

　ることも考えられることを踏まえ、適切な人事労務管理を実施されたい。

（問6）要件（1）の任用等の要件について示されたい。

（答）

　　例えば、介護福祉士等の資格要件、経験年数、介護技術、研修受講歴、

　過去に従事してきた職務内容等の多様な要件があり、現実的にはこれらが

　相互に関係し合う形式となることが想定される。

　　また、有期雇用契約を締結している職員やパートタイム職員を期間の定

　めのない正規雇用職員として雇用するに当たっての要件を定めることもこ

　れに当たる。
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　なお、今後、厚生労働省ホームページにおいても、介護関係団体が作成

したキャリアパスモデルを取りまとめの上掲載することを予定しているの

で、各事業者におかれては、参考とされたい。

（問7）要件（1）の賃金体系について示されたい。

（答）

　　例えば、職務や職能に応じた等級を定めそれに応じた基本給を定めると

　いった手法や、役職、資格、能力、経験又は職務内容等に応じた手当を定

　めるといった手法、あるいはそれらが総合的に連動する手法等が考えられ、

　ここでいう「賃金体系を定める」とは、賃金体系を明確化することを求め

　ているものであり、ベースアップをすることまでを求めてはいない。

　　また・、「一時金等の臨時的に支払われるものを除く」としているが、これ

　はいわゆる所定内給与における体系を整備することを求めているものであ

　り、ここでいう一時金には就業規則に記載がなく専ら使用者の裁量で支払

　われるものを指すことに留意されたい。

　　なお、こうしたキャリアパス要件に関する賃金体系に基づく給与等につ

　いては、これに交付金を充当するか否かを問うものではない。

（問8）要件（1）によりがたい場合は、要件（∬）を満たすことでかまわない

　　とされているが、この「よりがたい」理由とはどのようなものが想定

　　されるか。

（答）

　　「よりがたい」理由としては、例えば、「少人数の事業所でありポストが

　限られていることからキャリアパスの概念を賃金体系に当てはめることが

　困難である」、「法人の運営理念になじまない」「現在人事給与体系の整備中

　である」等が想定される。

　　なお、「よりがたい」旨については、その理由の如何を問わず、適切にす

　べての介護職員にその旨が周知されていることが要件である。

（問9）要件（E）で「介護職員と意見を交換しながら」とあるが、どのよう

　　な手法が考えられるか。

（答）

　　可能な限り多くの介護職員の意見を聴く機会（例えば、メール等による

意見募集を行う等）を設けるように配慮することが望ましい。

（問10）要件（∬）の「資質向上のための目標」とはどのようなものが考えら

　　れるのか。

一3・



（答）

　　「資質向上のための目標」については、事業者において、運営状況や介

　護職員のキャリア志向等を踏まえ適切に設定されたい。

　　なお、例示するとすれば次のようなものが考えられる。

①利用者のニーズに応じた良質なサービスを提供するために、介護職員

　　が技術・能力（例：介護技術、コミュニケーション能力、協調性、問題解

　　決能力、マネジメント能力等）の向上に努めること。

　②　事業所全体での資格等（例：介護福祉士、介護職員基礎研修、訪問介

　　護員研修等）の取得率向上

（問11）要件（皿）の「具体的取り組み」として、「資質向上のための計画に沿

　　って、研修機会の提供又は技術指導等を実施（OJT、OFF－JT等）すると

　　ともに、介護職員の能力評価を行うこと」とあるが、そのうち「資質

　　向上のための計画」とはどのようなものが考えられるのか。

（答）

　　「資質向上のための計画」については、計画期間等の定めは設けておら

　ず、必ずしも賃金改善実施期間と合致していなくともよい。

　　また、当該計画については、特に様式や基準等を設けておらず、事業者

　の運営方針や事業者が求める介護職員像及び介護職員のキャリア志向に応

　じて適切に設定されたい。

　　また、その運用については適切に取り組んでいただくとともに、無理な

　計画をたてて、かえって業務の妨げにならないよう配慮されたい。

　　例示するとすれば次のようなものが考えられるが、これにとらわれず、

　様々な計画の策定をしていただき、介護職員の資質向上に努められたい。

研修計画

研修テーマ 対象者
・月1・月b月i・月1・月i・月

○月

0月iO月iO月…O月・0月　　l　　　　　　　　l

桝・1昌
1　　1　　　1　　　　1．1．　　1　　．1一　一珪－1　　’1－　　1　　　1

@　　　　、キ＿

　　ヒヤリパット事例への対応

@　基本的な接遇・マナーの理解

@　　　認知症の方への理解

諟�ﾛ険でできること、できないこと

@　　基本的な防火対策の理解

全職員

鉛C職員

��E員

S職員

S職員

†→…・一ト†博　　　　i甲ヰー・一i…一1…　l　　　　　　　i一計……÷……そ…

@　　　　　．．L＿…　1

・＋一一レ・　→…l　l一．i…・T…”r”　1”＋”　　　　i…i一・一＋…甲†・・一・・1…l　I・十・・一1…＋一・柔…

@　　　　　　　　　　　ノ
[L一…1…一十一　・÷…

　感染症への理解

@法令遵守の理解

Tービス計画の策定

　全職員

梶[ダー職員

梶[ダー職員

　　　　　　　　　一十一一一影…

@　　　　　　　　．一i＿＿1…
q…－昌1．．一＝＋…一f…1　　　　　　　　　　　　　　　1－1…　　　　…躯‘　”1…　　　　　　実施予定時期にチェックを入れる］・ヰ…一1一一十一・＋…一・1…

@　　＝　　　　　　i　　　　　　l

その他の計画

0　採用1～2年目の介護職員に対し、3年以上の経験者を担当者として定め、日常業務のな中での技術指導・業務に対する相談を実施する。

O　月1回のケアカンファレンス、ケース検討の実施（希望看）

○　他事業者との交流の実施（年3回）

○　都道府県が実施する研修会への参加（希望者）

（問12）要件（1）の「資質向上のための計画」について、訪問介護の特定事
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業所加算を算定している場合、添付の省略は可能か。また、情報公表

で従業者等の計画的な教育、研修等の実施の状況が確認できる場合は

どうか。

（答）

　　いずれも、都道府県において研修計画やその実施の確認が行われている

　ことから、添付の省略は差し支えない。

（問13）要件（E）の「介護職員の能力評価」とは、どのようなものが考えら

　　れるのか。

（答）

　　個別面談や、自己評価に対し先輩職員・サービス担当責任者・ユニット

　リーダー・管理者等が評価を行う手法が考えられる。

　　なお、こうした機会を適切に設けているのであれば、必ずしもすべての

　介護職員に対して評価を行う必要はないが、介護職員が業務や能力に対す

　る自己認識をし、その認識が事業者全体の方向性の中でどのように認めら

れているのかを確認しあうことは重要であり、趣旨を踏まえ適切に運用し

　ていただきたい。

○　平成21年介護報酬改定を踏まえた処遇改善に関する定量的要件について

（問14）概算額の算定方法について。

（答）

　　定量的要件の処遇改善に要した概算額について、いくつか対象となる経

費の考え方を示すので、事業者におかれては参考とされたい。なお、計算

方法についてはこれに限るものではなく、新制度導入等に要したコストに

　ついて事業者の経営的観点から適切に概算されたい。

　・　新制度導入に要した経費（就業規則の改正・届出等に要した経費や労

　　務管理に関するコンサルタント料等）

　・　新制度実施にあたって新たに雇用した新規職員又は代替職員の人件費

　　及び求人費用

　・　1日又は1時間当たりの人件費相当額6休暇籏獲・ミーティングの契

　　彪等の場台ノ

　・　設備の購入費及びメンテナンス経費等

　・　施設改修費、修繕費、当該スペースに係る光熱水費見込額

（問15）定量的要件の概算額について、証拠書類（領収証等）は必要としな
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（答）

　　都道府県に届け出する際の添付書類としては求めていないが、定量的要

件の内容等についてはすべての介護職員に周知することとしており、介護

　職員から疑義が生じた場合は事業者の責任において説明されたい。

　　なお、例えば、介助用リフトを購入するための契約が成立している場合

　には、当該契約額（あるいは見積額）も含めて差し支えない。

（問16）介護職員以外の職員の賃金改善は定量的要件として認められるのか。

（答）

　　認められない。

　　定量的要件は、介護職員に対して実施した賃金改善以外の処遇改善を明

　示することとしている。

（問17）定量的要件は「実施した内容」の「概算額」を記載することになつ

　　ているが、例えば平成20年10月以前から継続して実施している処

　　遇改善の内容を強化・充実した場合は実施したとしてもよいのか。ま

　　た、その場合の概算額の考え方はどうか。

（答）

　　強化・充実した場合は実施したとして差し支えない。

　　その場合の概算額については、当該強化・充実分に要した費用を記載する

　ことが望ましいが、切り分けが困難な場合は総額を記載することでも差し

　支えない。

○　実績報告について

（問18）実績報告書にどの程度までの積算資料を添付するべきかの考え方及

　　び具体的な例示を示していただきたい。

（答）

　　介護職員処遇改善実績報告書は、その内容について事業者の責任におい

　て証明することとしており、実績報告としては本様式（別紙様式5）の記

載で足りるものであるが、別紙様式5中の⑦「賃金改善に要した費用の総

　額（法定福利費等を含む）」に関しては、交付金の効果確認の観点から、

　積算の根拠となる資料を添付させることとしたもの。

　　こうした趣旨から、当該添付資料の具体的な内容については、例えば、
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賃金改善の方法に応じ、基本給・諸手当・賞与・一時金・法定福利費等増

加額ごとの総額といった最低限の内訳の記載があれば足りるものであり、

個々の介護職員、月、詳細な賃金の項目ごとの積算や財務諸表や賃金台帳

の添付までを求めているものではない。

　また、当該添付書類については、

　①賃金改善の方法や介護職員の就業実態等は多様であるため、一律の

　　様式を示すことは困難であること

　②　事業者及び自治体双方に過度の事務負担が生じるおそれがあること

から、国において様式は示さず、事業者の任意の方法による記載によるこ

ととしている。

　なお、適切な執行を図る観点から、実施要領において、

　①事業者に処遇改善の計画をすべての介護職員に周知させることによ

　　る労使間の透明性の確保

　②事業者に対する本交付金に関する書類を実績報告後5年間保存する

　　ことの義務づけ

　③虚偽・不正の手段により交付金を受給した事業者への交付金の返還

　　又は支給停止等規定

等の措置を講じているので、都道府県におかれては、こうした制度の趣旨

について、管内の事業者及び介護職員に対し周知を図られたい。

（問19）健康保険料等の場合、標準報酬の額は7月1日現在の被保険者に対

　　して、前3月（4、5、6月）の賃金を計算し、9月に定時決定を行

　　い改定されるが、平成21年10月の賃金引き上げ分に係る、健康保

　　険料の事業主負担増加分は、いつの時点で賃金改善額に含めることが

　　できるのか。

（答）

　　平成21年10月の賃金改善による健康保険料の事業主負担増加分につ

　いては、平成22年9月に定時決定がなされることから、平成22年度に

　おける賃金改善額として見ることになる。

　　ただし、平成20年10月から平成21年6月以前に賃金改善があった

　場合、平成21年9月に当該賃金改善を反映した定時決定がなされるので、

　その増加額分は平成21年度の賃金改善額に含まれる。（この場合、雇用保

　険料の概算保険料にも当該賃金改善が反映されている可能性もあるので、

　平成21年度の賃金改善額に含めて差し支えない。）また、随時改定のあっ

　た者や賞与による賃金改善を実施した場合については、それぞれの標準報

　酬改定時期及び標準賞与額の決定時期により判断することになる。

　　なお、賃金改善額に含めることのできる法定福利費等の増加額について
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は実際に納付されたものを計算することが原則になるが、例えば健康保険

料の場合であれば、法人が負担すべき部分の金額は、保険料の額の計算の対

象となった月の末日の属する事業年度の損金の額に算入することができる（法

人税基本通達9－3－2）こととされているので、事業者の決算の方法により保

険料納付前の額も含めて差し支えない。

　法定福利費等の事業主負担増加額については、これらの考え方を援用し・合

理的な計算方法による概算額を算出することも可能である。

○　処遇改善交付金の会計処理について

（問20）処遇改善交付金については、年度を跨っての賃金改善が可能となつ

　　ているが、この場合の社会福祉法人における会計処理はどうなるのか。

（答）

　　年度を跨っての賃金改善を行った場合、請求時期及び根拠となるサービ

　ス提供月と交付金執行の時期にズレが生じることになり、精算行為として

　収支に対応させる期間と決算（4月～3月）を適切に取り扱うことが必要と

　なる。

　　社会福祉法人における通常の会計処理では、請求書を発行した段階で未

　収金を計上し、全額を収益に計上するため、既支出額のみが費用に計上さ

　れることになるが、この場合には、未執行額が決算において当期収支差額

　となり、翌期における執行時に損失を計上することになり、適正な処遇改

　善の状況を示さないことになる。

　　このため、処遇改善交付金が精算期間終了後に未執行であれば、返還す

　る取扱いとなっていることに着目し、以下の会計処理で対応することとす

　る。

　　・　未執行分について「前受金」で計上

　　・　翌年度、執行により返還不要が確定した際、収入に計上

　　なお、上記によれば，新たな収入科目や支出、負債、引当金等の補正等

　を行う必要が生じないなど大きな混乱がなく適切な会計処理が可能と考え

　られる。
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